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第 章    計画策定の背景と目的 

 

 

１ 計画の目的 

わが国の高齢者人口（65歳以上の人口）は近年一貫して増加を続けており、2020年

（令和２年）の国勢調査では高齢化率は28.6％となっています。また、2025年（令和

７年）にはいわゆる団塊世代が75歳以上となり、国民の４人に１人が後期高齢者とい

う超高齢化社会を迎えることが見込まれます。全国でみれば、65歳以上人口は2040年

（令和22年）を超えるまで、75歳以上人口は2055年（令和37年）まで増加傾向が続き

ます。そして要介護認定率や介護給付費が急増する85歳以上人口は2035年（令和17年）

まで 75歳以上人口を上回る勢いで増加し、2060年（令和42年）頃まで増加傾向が続

くことが見込まれます。 

本市においても、2020年（令和２年）の高齢化率は21.2％と全国の調査結果と比べ

ると低いものの、国と同様に、2055年（令和37年）まで高齢者人口の増加傾向が続き、

2050年（令和32年）には高齢化率が30％を上回ることが見込まれます。 

一方で、全国的に生産年齢人口は減少していくことが見込まれ、今後、急激に高齢

化が進行する地域もあれば、高齢化がピークを越える地域もあるなど、人口構成の変

化や介護ニーズ等の動向は地域ごとに異なります。こうした地域ごとの中長期的な人

口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地

域の実情に応じて、地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場

の生産性の向上を図るための具体的な取り組み内容や目標を、優先順位を検討した上

で、介護保険事業計画に定めることが重要です。 

本市では、令和３年３月に策定した「第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総

合事業計画（小金井市地域包括ケア推進計画）（以下「前期計画」という。）」におい

て、基本理念である「①人間性の尊重（個人の尊厳）」「②自立の確保（自立に向けた

総合的支援）」「③支え合う地域社会づくり」の実現に向け、高齢者が自らの能力と活

力を十分に発揮し、住み慣れた地域で自立した生活を送ることができる地域社会の構

築を目指してきました。 

このたび計画期間が満了することから、国の第９期介護保険事業（支援）計画の基

本指針等に基づき、令和６年度から令和８年度までの３年間を計画期間とする「第９

期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画（以下「本計画」という。）」を策

定します。 
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 ２ 踏まえるべき背景や動向など 

本計画の策定にあたっては、これからの社会保障や地域包括ケアシステムの深化・

推進、認知症施策の推進、災害・感染症対策等、近年の社会潮流を踏まえ、市の現状

と課題を整理しながら検討します。踏まえるべき背景や動向には次のようなものがあ

ります。 

 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

市区町村の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい

及び自立した日常生活の支援を包括的に確保される地域包括ケアシステムの深化・推

進が求められています。 

国においては、本計画の期間中である令和７年度を目途に、高齢者の尊厳の保持と

自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを

人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制

（地域包括ケアシステム）の構築を推進することとされています。 

特に、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の促進、医

療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材の確保及び業務効率化の取り組みの強

化が求められています。 

また、8050問題や介護者（ケアラー・ヤングケアラー）等の多世代への支援、経済

的理由からサービスの利用に至らないなどの複合的課題を生じている高齢者への支援

等、高齢者福祉部門だけで支援することが難しい問題に対し、市として重層的支援体

制整備事業の推進を図り、横断的な支援体制を構築する必要があります。 

 

（２）認知症施策の推進 

国内の認知症の人は年々増加傾向にあり、2025年には高齢者の５人に１人が認知症

になると言われる中、令和５年６月14日、認知症の人が希望を持って暮らせるよう、

国や自治体の取り組みを定めた「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が

参議院本会議で可決・成立しました。認知症の人を含めた国民一人一人が個性と能力

を十分に発揮し、互いに人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する社会の実現

を目指し、基本理念として様々な項目が掲げられています。 
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（３）介護人材の確保と育成 

2040年（令和22年）には第二次ベビーブームに生まれた「団塊ジュニア世代」が65

～70歳になり、全国の65歳以上の高齢者人口はピークを迎えます。 

さらに経済を支える現役世代が急減し、労働力不足は深刻となり、社会保障財源は

ひっ迫すると予想されています。 

介護職員数も高齢者人口が増えると同時に、全国的に不足が見込まれており、2040

年（令和22年）までには現状よりも約69万人増やす必要があると予測されています。 

将来、高齢となった人たちが問題なく暮らせるように、国は総合的な介護人材確保

対策を打ち出しており、都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を

総合的に推進していくことが求められています。 

 

（４）新型コロナウイルス感染症が与えた影響と回復に向けた取り組み 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、高齢者の外出頻度が減少したことや、移

動時間の減少、地域活動への参加の減少など、高齢者の日常生活が大きく変化し、そ

の結果、高齢者の心身機能に低下が見られるようになり、フレイル発症率が上昇して

います。 

特に、ひとり暮らしの高齢者については、コロナ禍において対面でのコミュニケー

ションの機会が減少したことに伴い、ひきこもりや孤独死のリスクが高まっていると

考えられます。 

今後は、コロナ禍における外出自粛などを機に、既に閉じこもり傾向にある高齢者

や、身体機能が低下した高齢者に対し、ＩＣＴの活用等を含め、感染症対策に留意し

た活動支援を行っていくことが求められています。 
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 ３ 計画の位置付け 

（１）根拠法令等 

本計画は、介護保険法第117条に基づく市町村介護保険事業計画及び老人福祉法第

20条の８に基づく市町村老人福祉計画です。 

なお、両計画は、密接な関連性を持つことから一体のものとして定めることとされ

ています。 

 

（２）関連計画との関係 

本計画は「第５次小金井市基本構想・前期基本計画」の理念を実現するため、「第

３期小金井市保健福祉総合計画」及び本市の保健福祉の基本的な視点や理念を示す

「地域福祉計画」の分野計画として位置づけられます。 

これらの計画及び「障害者計画・第７期障害福祉計画」、「健康増進計画（第３次）」

等、本市が策定する他の計画との整合を図り、策定しています。 
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 ４ 計画の期間 

本計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間です。 

現役世代が急減する令和22年（2040年）を見据えた中長期的な視点を持つものであ

るとともに、法制度の改正や社会情勢等の状況に応じて見直し・改善を図ります。 

 
 

令和 
３年度 

（2021） 

令和 
４年度 

（2022） 

令和 
５年度 

（2023） 

令和 
６年度 

（2024） 

令和 
７年度 

（2025） 

令和 
８年度 

（2026） 

令和 
９年度 

（2027） 

令和 
10 年度 

（2028） 

令和 
11 年度 

（2029） 

         

  

第９期小金井市介護保険・ 

高齢者保健福祉総合事業計画 第 10期小金井市介護保険・ 

高齢者保健福祉総合事業計画 

第８期小金井市介護保険・ 

高齢者保健福祉総合事業計画 

＜令和 11（2029）年までの計画＞ 
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５ 国における第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針の

考え方 

◆第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針の基本的な考え方 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

① 地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サ

ービス種別の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に

応じて介護サービス基盤を計画的に確保していく必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的

かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みについてサービス提供事業者を含め、地域の

関係者と共有し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要  

 

② 在宅サービスの充実 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービ

スの更なる普及 

・居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サー

ビスの整備を推進することが重要 

・居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設

による在宅療養支援の充実 

 

２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取り組み 

① 地域共生社会の実現 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得る

ものであり、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超え

て、地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取り組みを促進す

る観点から、総合事業の充実を推進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、

重層的支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を

担うことも期待 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深める

ことが重要 

 

② デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進める

ための医療・介護情報基盤を整備 
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③ 保険者機能の強化 

・給付適正化事業の取り組みの重点化・内容の充実・見える化 

 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による

離職防止、外国人材の受入環境整備などの取り組みを総合的に実施 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の

経営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 

 

６ 計画策定体制 

（１）介護保険運営協議会による検討 

高齢者福祉事業・介護保険事業の運営には、幅広い関係者の協力を得て、地域の実

情に応じたものとすることが求められるため、学識経験者及び医療・福祉・保健関係

者、第１号・第２号被保険者・介護サービス利用者等の公募市民等によって構成する

「小金井市介護保険運営協議会」を設置しています。 

本計画の策定にあたって、「小金井市介護保険運営協議会」に「介護保険・高齢者

保健福祉総合事業計画策定に関する専門委員会」を設置し、各種施策等の計画内容を

協議・検討し、意見や要望の集約を図りました。 
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（２）アンケート調査 

本計画の策定にあたって、アンケート調査により市民や事業者等の実態や意向等を

踏まえた計画としてくために、市民や事業所を対象にアンケート調査を実施しました。 

 

【調査期間】 

令和４年12月14日（水）～令和５年１月10日（火） 

 

【調査方法】 

郵送配付・郵送回収方式（介護保険サービス提供事業者調査及びケアマネジャー調

査はＷＥＢ回答）。在宅介護実態調査の一部は聞き取りにて実施 

 

【回収状況】 

調査の種類 調査対象 配布数 有効回答数 
有効回答

率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 自立・要支援認定者 1800 通 1157 通 64.3％ 

在宅介護実態調査 
要支援・要介護認定の更新

申請・区分変更申請者 
1000 通 523 通 52.3％ 

介護保険サービス利用意向調査 要介護認定者 1000 通 396 通 39.6％ 

施設サービス利用者調査 
介護保険施設サービスを利

用する第１号被保険者 
200 通 83 通 41.5％ 

介護保険サービス提供事業者調査 

居宅介護支援事業所、介護

予防支援事業所、居宅介

護・介護予防事業所、施設

サービス事業所 

160 通 84 通 52.5％ 

ケアマネジャー調査 

居宅介護支援事業所・介護

予防支援事業所に在籍する

ケアマネジャー 

100 通 66 通 66.0％ 

 

（３）パブリックコメント・市民説明会の実施（予定） 

より多くの市民の意見を反映させるため、令和５年11月15日から同年12月15日まで

パブリックコメントを実施しました。また、市民説明会を２回（令和５年11月18日及

び同年11月22日）実施しました。 
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第 章    高齢者を取り巻く現状と課題 

 

 

１ 人口 

（１）年齢３区分別人口  

市の人口は、近年横ばいの状態が続いており、令和５年10月１日現在には124,719

人となっており、そのうち65歳以上の高齢者人口は26,837人となっています。 

推計をみると、令和６年から令和22年にかけて、０～39歳、40～64歳の人口は減少

し続けると見込まれています。一方、65歳以上の高齢者人口は増加し続ける見込みと

なっています。 

 

図表１ 年齢構成別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市住民基本台帳（各年 10 月１日時点） 

  推計は厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年 10 月１日時点） 

 

  

０～39歳 40～64歳 65歳以上

推計 

54,550 54,071 53,560 54,136 53,430 53,316 52,862 52,233 50,964 

43,769 44,166 44,322 43,397 43,593 43,407 42,661 40,765 38,888 

26,327 26,609 26,837 27,378 27,598 28,009 29,654 32,044 34,186 
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（２）高齢化率  

市の高齢化率（65歳以上人口の割合）は、令和２年には21.2％となっており、東京

都、全国よりも低い値ですが、緩やかに上昇を続け、令和22年には27.6％になると推

計されています。 

図表２ 高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：小金井市 厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年 10 月１日時点） 

東京都・全国 将来の地域別男女５歳階級別人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

（３）前期高齢者・後期高齢者  

市の高齢者人口推移を前期高齢者（65～74歳）、後期高齢者（75歳以上）に分けて

みると、令和３年から令和５年にかけて、前期高齢者は682人減少し、後期高齢者は

1,192人増加しています。 

また、推計をみると、前期高齢者は令和７年まで減少し続け、令和８年以降は増加

傾向に転じると見込まれています。一方、後期高齢者は増加し続ける見込みです。 

図表３ 前期高齢者及び後期高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：市住民基本台帳（各年 10 月１日時点）                      

推計は厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年 10 月１日時点） 

 

資料：将来の地域別男女5歳階級別人口（国立社会保障・人口問題研究所）
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 ２ 世帯 

市の一般世帯数のうち高齢者のいる一般世帯は増加傾向にあり、令和２年には

17,190世帯と、一般世帯数（63,140世帯）の27.2％を占めています。 

高齢者のいる一般世帯数の内訳でみると、高齢夫婦世帯、高齢単身世帯の増加がと

もに著しく、平成22年から令和２年にかけて約2,000世帯増加しています。 

また、一般世帯に占める高齢者単身世帯の割合は平成22年の8.6％から令和２年の

9.7％まで1.1ポイント上昇しています。 

令和２年における市の65歳以上世帯員のいる一般世帯は27.2％、高齢単身世帯の割

合は9.7％と、東京都や全国よりも低く、高齢夫婦世帯の割合8.7％は東京都より高く

なっています。令和７年度に実施される国勢調査の結果等から、今後の高齢者世帯の

増え方を注視していく必要があります。 

 

図表４ 高齢者世帯数の推移 

 

項目 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

一般世帯数 57,613 59,692 63,140 

65 歳以上の世帯員のいる一般世帯数 15,004 16,400 17,190 

うち高齢夫婦世帯数 4,701 5,204 5,493 

うち高齢単身世帯数 4,937 5,590 6,111 

うちその他の世帯数 5,366 5,606 5,586 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる一般世帯数の割合 
26.0％ 27.5％ 27.2％ 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる高齢夫婦世帯の割合 
8.2％ 8.7％ 8.7％ 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる高齢単身世帯の割合 
8.6％ 9.4％ 9.7％ 

 

令和２年 小金井市 東京都 全国 

一般世帯数 63,140 7,216,650 55,704,949 

65 歳以上の世帯員のいる一般世帯数 17,190 2,131,483 22,655,031 

うち高齢夫婦世帯数 5,493 599,352 6,848,041 

うち高齢単身世帯数 6,111 811,408 6,716,806 

うちその他の世帯数 5,586 720,723 9,090,184 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる一般世帯数の割合 
27.2％ 29.5％ 40.7％ 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる高齢夫婦世帯の割合 
8.7％ 8.3％ 12.3％ 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる高齢単身世帯の割合 
9.7％ 11.2％ 12.1％ 

資料：国勢調査（各年１０月１日時点） 
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 ３ 要介護・要支援認定者 

市の要介護・要支援認定者数は増加傾向にあり、令和５年10月１日現在の要介護・

要支援認定者数は5,700人となっています。要介護度別でみると、令和５年では、要

支援１が1,139人、要支援２が681人、要介護１が1,310人と、軽度者が多くを占めて

いることが特徴となっています。 

前期計画の推計では令和５年の要介護・要支援認定者数は5,525人でしたが、実際

は上回っています。 

 

図表５ 要介護・要支援認定者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年９月末時点） 

推計は厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年 10 月１日時点） 
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 ４ 認知症高齢者 

要介護認定を行う際の参考の１つとされる「認知症高齢者の日常生活自立度」がⅠ

以上の方は令和５年３月末現在で4,182人となっています。また、自立度の内訳をみ

ると、Ⅱb、Ⅲaが700人を超え多くなっています。 

東京都が報告している「令和４年度認知症高齢者数の分布調査」に掲載されている

認知症出現率を参考に、市の認知症高齢者数を推計すると、令和７年の認知症高齢者

は4,646人、令和22年の認知症高齢者は6,026人と見込まれます。 

なお、図表６において「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅰ～Mの合計欄の和が、

令和２年が3,936人で、令和５年が3,842人と減少していますが、自立度が不明な「転

入・職権」の増加によるもので、認知症高齢者が減少しているものではないと考えら

れます。 

 

図表６ 認知症高齢者の日常生活自立度 

  【令和５年】                                単位：人 

項目 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 
転入・

職権※ 
総計 

男 445 356 170 267 187 69 114 19 94 1,721 

女 885 666 318 580 555 193 288 60 246 3,791 

合計 1,330 1,022 488 847 742 262 402 79 340 5,512 

資料：市介護福祉課（令和５年３月 31 日集計数値） 

※コロナ禍の特例で認定審査をせず、認定期間を延長したもの 

  【令和２年】                                     単位：人 

項目 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 転入 総計 

男 395 347 156 280 217 66 122 26 7 1,616 

女 892 649 284 572 633 193 326 65 22 3,636 

合計 1,287 996 440 852 850 259 448 91 29 5,252 

資料：市介護福祉課（令和２年３月 31 日、集計数値） 
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  【参考】判定基準                                      

レベル 判断基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家

庭内及び社会的にほぼ自立している。 
 

Ⅱ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動

や意思疎通の困難さが多少見られても、誰

かが注意していれば自立できる。 

 

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 

たびたび道に迷うとか、買い物や事務、金

銭管理などそれまでできたことにミスが目

立つ等 

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者

との対応など一人で留守番ができない等 

Ⅲ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動

や意思疎通の困難さが見られ、介護を必要

とする。 

 

Ⅲa 
日中を中心として上記Ⅲの状態が見られ

る。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にできな

い、時間がかかる。やたらに物を口に入れ

る、物を拾い集める、徘徊、失禁、大声・

奇声をあげる、火の不始末、不潔行為、性

的異常行為等 

Ⅲb 
夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られ

る。 
ランクⅢa に同じ 

Ⅳ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動

や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に

介護を必要とする。 

ランクⅢに同じ 

Ｍ 

著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な

身体疾患が見られ、専門医療を必要とす

る。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神

症状や精神症状に起因する問題行動が継続

する状態等 

 

 

 

 

 

 

  



189 
 

 ５ 圏域の特徴 

（１）圏域の設定について  

本計画の日常生活圏域については、前期計画と同様に４圏域（北東・南西・南東・

北西）を設定します。 

 

図表７ 市の日常生活圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：各圏域の構成地区 
圏域 包括名・住所・TEL 担当地域 

北東圏域 

（きた） 

小金井きた地域包括支援センター 

桜町 1-9-5 TEL042-388-2440 

梶野町、関野町、緑町、 

本町２丁目、本町３丁目、

桜町１丁目、桜町３丁目 

南西圏域 

（みなみ） 

小金井みなみ地域包括支援センター 

前原町 5-3-24 TEL042-388-8400 

前原町、本町６丁目、 

貫井南町 

南東圏域 

（ひがし） 

小金井ひがし地域包括支援センター 

中町 2-15-25 TEL042-386-6514 
東町、中町、本町１丁目 

北西圏域 

（にし） 

小金井にし地域包括支援センター 

貫井北町 2-5-5（※） TEL042-386-7373 

本町４丁目、本町５丁目、

桜町２丁目、貫井北町 

※令和６年 10 月以降、本町４丁目に移転予定  
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（２）圏域別年齢３区分別人口  

令和５年10月１日現在の圏域別の人口をみると、総数、高齢者数（65歳以上）共に、

北東圏域が最も多く、高齢化率については、南西圏域が最も高くなっています。北西

圏域は、高齢者数が少なく高齢化率も低くなっています。 

 

 

図表８ 日常生活圏域別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市住民基本台帳（令和５年 10 月１日時点） 
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（３）圏域別アンケート調査結果と地域課題  

 

◆北東圏域（きた） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

北東圏域では、低栄養状態の該当者割合が1.6％と低くなっており、運動器機能低

下、転倒リスク、閉じこもりなどの指標についても低い傾向にあります。一方で、認

知機能の低下、うつ傾向については、全域に比べ高くなっています。 

社会参加の割合は49.4％と高く、地域づくりへの参加意欲の該当者割合も高くなっ

ています。 

 

＜地域課題＞ 

週１回以上の社会参加や、参加者としての参加意欲、企画・運営としての社会参加

の状況が高いため、参加意欲のある高齢者を地域資源につなげていくためにも、地域

包括支援センターや生活支援コーディネーターの役割が重要になります。 

 

 

図表９ 北東圏域のリスク状況 
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◆南西圏域（みなみ） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

南西圏域では、低栄養状態の該当者割合が0.6％と最も低くなっている一方で、転

倒リスク、閉じこもり傾向、口腔機能の低下、認知症機能の低下、うつ傾向の割合が

高くなっています。 

 

＜地域課題＞ 

高齢化率が最も高い地域となっており、今後、認知症高齢者が増えていくことが予

測される中で、認知機能の低下、うつ傾向の割合が高くなっていることからも、地域

における認知症予防の取り組みとともに、地域住民への認知症への理解促進を行って

いくことが重要となります。 

 

図表 10 南西圏域のリスク状況 
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◆南東圏域（ひがし） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

南東圏域では、低栄養状態の該当者割合が2.7％と高く、運動器機能低下の該当者

割合も12.8％と高くなっています。 

また、企画・運営としての参加意欲が低くなっています。 

 

＜地域課題＞ 

社会活動への参加が少なく、閉じこもり傾向の高齢者も多いことがうかがえます。

地域活動への参加を促し、身体活動等のフレイル予防と、認知症予防の取り組みに注

力すべき地域と考えられます。 

 

図表 11 南東圏域のリスク状況 
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◆北西圏域（にし） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

北西圏域では、運動器機能低下の該当者割合が8.2％と低く、同様に閉じこもり傾

向（10.4％）、口腔機能の低下（16.4％）などが低い傾向にあります。 

企画・運営としての社会参加の状況は40.2％と高くなっています。 

 

＜地域課題＞ 

運動器の機能低下等のハイリスク者や閉じこもり傾向は少ないものの、低栄養状態

が高くなっているため、栄養改善や身体活動等のフレイル予防の取り組みに注力をす

べき地域と考えられます。 

 

 

図表 12 北西圏域のリスク状況 
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図表 13 日常生活圏域別の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果 

※該当者割合の〔順位〕については、それぞれの項目についてハイリスクな状況ではない圏域を上位として

います。 

項目 全域 北東圏域 南西圏域 南東圏域 北西圏域 

運動器の機能の低下 

該当者割合〔順位〕 

10.9％  10.4％  10.9％  12.8％  8.2％  

 2 3 4 1 

転倒リスク 

該当者割合〔順位〕 

27.8％  26.7％  29.0％  28.8％  25.4％  

 2 4 3 1 

閉じこもり傾向 

該当者割合〔順位〕 

13.1％  11.9％  14.6％  13.8％  10.4％  

 2 4 3 1 

低栄養状態 

該当者割合〔順位〕 

1.9％  1.6％  0.6％  2.7％  3.8％  

 2 1 3 4 

口腔機能の低下 

該当者割合〔順位〕 

22.9％  22.8％  25.2％  23.5％  16.4％  

 2 4 3 1 

認知機能の低下 

該当者割合〔順位〕 

42.6％  44.1％  45.3％  39.9％  38.6％  

 3 4 2 1 

うつ傾向 

該当者割合〔順位〕 

43.7％  44.2％  47.6％  40.6％  40.3％  

 3 4 2 1 

社会参加（週１回以上）

該当者割合〔順位〕 

44.5％  49.4％  44.2％  42.0％  39.4％  

 1 2 3 4 

参加意欲（参加者） 

該当者割合＊〔順位〕 

63.1％  70.6％  64.0％  56.7％  59.8％  

 1 2 4 3 

参加意欲（企画・運営） 

該当者割合＊〔順位〕 

37.4％  40.6％  38.0％  30.9％  40.2％  

 1 3 4 2 

地域包括支援センター 

認知度〔順位〕 

58.0％  56.3％  60.3％  57.7％  54.7％  

 3 1 2 4 

＊：既に参加している、ぜひ参加したい、参加してもよいの合計 
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  ６ 前期計画の評価 

前期計画の取り組みと実施状況の評価は次のとおりです。取り組みの実施状況をＡ

～Ｄの４段階で評価を行ったところ、９割以上の取り組みが、ＡもしくはＢの評価で

あったものの、基本目標１でＣ・Ｄ評価の取り組みが２事業ありました。 

Ａ：ほぼ事業内容を達成した  

Ｂ：改善、検討を要する点はあるが、事業内容をある程度達成した  

Ｃ：事業内容を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある  

Ｄ：未実施 

図表 14 前期計画の実施状況 

基本目標・基本施策 
評価 

A割合 
A B C・D 

１ 生きがいのある充実した生活の支援 12 9 2 

52.2％ 

  （１）健康づくり・介護予防の一体的推進  3 7 2 

    ア 健康づくりの推進 3 4 0 

    イ 介護予防・重度化防止の推進 0 3 2 

  （２）社会参加の促進 7 2 0 

    ア 生涯学習・生涯スポーツの推進 2 1 0 

    イ 交流の場の確保と推進 5 1 0 

  （３）高齢者の就労支援 2 0 0 

    ア 高齢者の就労支援 2 0 0 

２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり  15 16 0 

48.4％ 

  （１）在宅生活支援の充実  11 4 0 

    ア 地域に密着したサービスの基盤整備 0 1 0 

    イ 介護保険以外の福祉サービスの充実 4 0 0 

    ウ 相談支援の充実 1 0 0 

    エ 安心できる住まい・住まい方の支援 6 2 0 

    オ 家族介護者への支援の充実 0 1 0 

  （２）認知症施策の更なる推進  1 7 0 

    ア 認知症施策の推進と理解の醸成 1 0 0 

    イ 認知症のケア・医療の充実 0 3 0 

    ウ 認知症の方と家族を支える地域づくり 0 4 0 

  （３）在宅医療と介護の連携の推進 1 3 0 

    ア 在宅医療をサポートする体制づくり 0 2 0 

    イ 在宅医療のための市民啓発 1 1 0 

  （４）生活支援体制整備の推進 2 2 0 

    ア 生活支援体制整備事業の推進 2 2 0 

３ 地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりと人材育成 8 15 0 

34.8％ 

  （１）地域づくりの推進 2 1 0 

    ア 地域づくりの推進 2 1 0 

  （２）高齢者の見守り支援の充実 1 7 0 

    ア 行政による見守り支援 0 5 0 

    イ 地域のネットワーク 1 2 0 

  （３）権利擁護の推進 2 3 0 

    ア 権利擁護事業の推進 2 2 0 

    イ 高齢者虐待防止対策の推進 0 1 0 

  （４）人材育成・確保の推進 3 4 0 

    ア ボランティア活動等の支援 1 2 0 

    イ 介護人材の確保・定着の推進  2 2 0 
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（１）生きがいのある充実した生活の支援 

ア 健康づくり・介護予防の一体的推進 

【事業評価から】 

さくら体操は、参加者の状態に見合った介護予防を提供することで、本人の

ADL向上、管理会場の参加率改善、短期集中予防サービスへの提案など、円滑に

事業を実施することができました。また、新型コロナウイルス感染症により、さ

くら体操等の活動を中止している会場の再開にむけて感染対策の支援等調整を行

いました。 

健康相談等は、コロナ禍ではあったものの、おおむね予定どおり実施できまし

た。 

介護予防・日常生活支援総合事業においては、短期集中予防サービスを開始し、

少しずつ利用者を増やして実施することができました。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

〇現在の健康状態について、「とてもよい」と「まあよい」をあわせた“よい”の

割合が78.5％、「あまりよくない」と「よくない」をあわせた“よくない”の割

合が14.8％となっています。“よい”の割合が前回調査に比べ、低くなっている

こと（図１）、新型コロナウイルス感染症の影響により、外出機会が減り健康状

態が悪化していることがうかがえる（図２）ことから、感染症対策をしながら、

実施できる健康づくり事業を地域社会全体で総合的に支援する環境づくりを検討

していくことが必要です。 

○生活機能が低下する前の健康な時から、個人に合わせた適切な予防を行うなど、

健康寿命の延伸に向け、介護予防・重症化予防を推進していく必要があります。 

○介護予防の活動の場への専門職の関与も含め、フレイル対策、オーラルフレイル

対策を中心に、介護予防を更に推進していくことが必要です。 
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①  現在の健康状態 図１ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

②  新型コロナウイルス感染症拡大により、影響を受けたこと 図２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 図１から図 25まで 

１ アンケート調査の回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示していま

す。また、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合が

あります。 

２ 複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方

になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 
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買い物に行く機会が減り、食事の内容が偏った

不安やストレスを感じるようになった

新型コロナウイルス感染症以外の病気で病院の受診
がしづらくなった

その他

特にない

無回答

65.2

47.9

28.4

21.0

11.2

21.1
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14.2
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イ 社会参加の促進 

【事業評価から】 

生涯学習・生涯スポーツ活動の支援は、各大会ともに盛り上がり、中・高齢者

の健康の維持・増進を図るとともに、体力づくりを通して明るく充実した日常生

活を目指すという事業目的は達成することができました。 

高齢者いきいき活動事業は、新型コロナ感染拡大下での講座開催・運営が浸透

したことにより、当初懸念された受講控え等は起こらず、受講率の大幅な向上に

繋がりました。 

老人クラブ（悠友クラブ）活動支援と高齢者いこいの部屋利用の支援は、悠友

クラブ連合会・単位クラブともに、新型コロナウイルス感染症予防に配慮し、行

いました。 

地域の居場所に対する支援は、新型コロナウイルス感染症対策を行いながらの

活動ではありましたが、第２層生活支援コーディネーターを中心にサロンや通い

の場などの高齢者の居場所の活動状況の把握や、通いの場等の課題解決に向かい

必要な伴走支援を行いました。オンラインを活用した活動については市独自で育

成したスマホサポーターにスマホ講座等のサポートをお願いしました。 

 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○生涯学習やスポーツに関する活動に参加することの意義や効果について、周知啓

発していくことが必要です。 

○様々な生きがいづくりの講座や活動の場において、感染症対策も引き続き講じな

がら、利用促進を図っていくことが必要です。（図３～図６） 

○高齢者が家庭、地域、企業等社会の各分野において、長年にわたり蓄積された知

識と経験を活かしながら、生きがいをもって生活ができるよう、ボランティアな

ども含めた社会参加を促進するための施策を推進することが重要です。 
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①  スポーツ関係のグループやクラブへの参加状況 図３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  趣味関係のグループへの参加状況 図４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  学習・教養サークルへの参加状況 図５ 
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④  地域活動への参加状況 図６ 
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ウ 高齢者の就労支援 

【事業評価から】 

シルバー人材センターへの支援については、補助金の交付を行うことで、当該法

人が安定して事業を運営できる環境を支援し、結果として、高齢者の就労の場確保

と事業の拡充支援を図ることができました。 

 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○高齢者が培ってきた経験や能力を活かしていくため、今後も、シルバー人材セン

ターの機能充実や高齢者の継続雇用や就労促進の支援などが引き続き求められま

す。（図７） 

○高齢者は、収入よりも自分の知識や技能をいかした仕事や地域に貢献できる仕事

を求めていることがうかがえます。（図８） 

○高齢者のニーズと社会的需要のマッチングが重要です。 

 

①  収入のある仕事の状況 図７ 

 

 

 

 

 

 

 

②  今後の働き方 図８ 
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（２）地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

ア 在宅生活支援の充実 

【事業評価から】 

介護保険サービスの利用支援は、介護保険制度について一定の周知ができました。

また、情報提供や市の補助金により、各事業所で様々な感染症対策が実施されたと

考えられます。 

おむつサービス、寝具乾燥等の高齢者福祉サービスについては、「高齢者福祉の

しおり」等により制度を知った申込者がいました。 

地域包括支援センターの機能強化は、市と地域包括支援センター管理者と打ち合

わせを継続的に実施するとともに、事業内容について、随時すり合わせを行ったこ

となどにより、国が実施する事業評価は前年度に比べ全体的に高くなりました。 

また、各センターでタブレット等を準備し、必要時ＩＣＴを活用し、支援を実施

しました。 

住宅改修給付事業について、高齢者福祉のしおり等をはじめとした各媒体での周

知を行った他、地域包括支援センターへの周知も行いました。 

特別養護老人ホーム整備については、令和５年８月の開設に向けて計画どおりの

進捗を図ることができました。 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方への支援は、相談、介護教室、交流会等

において、定期的な周知活動に加え、更なる参加促進について取り組みを検討しま

した。また、緊急性のある相談に対して速やかな対応と、適切な施設への案内を行

うことができました。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○医療・介護・介護予防・住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保され

る地域包括ケアシステムの深化・推進を図っていく中で、認知症になっても住み

慣れた地域で安心して生活を続けることができるよう、今後さらに、認知症高齢

者等の在宅生活の支援に取り組んでいく必要があります。 

○今後暮らす場所の希望として、自宅での生活を希望する方が多く（図９）、ニー

ズに応じた支援を検討していくことが必要です。 

○市が実施している介護保険サービスや介護保険以外の福祉サービスの認知度を上

昇させるために広報や冊子等で周知するとともに、地域密着型サービスの定着を

図ることが大切です。（図10） 

○地域包括支援センターでの相談支援体制を充実させ、認知度を更に向上させるこ

とが必要です。（図11） 

○多様化する介護や担い手の形態に即した、家族介護者の支援が必要です。 
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①  今後暮らす場所の希望 図９ 

【ニーズ調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【サービス利用意向調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,157 ％

介護サービスを利用しながら、現在の自宅に住みた
い

介護サービスを利用しながら、家族（息子娘夫婦な
ど）の家に住みたい

特別養護老人ホームに住みたい

グループホームに住みたい

サービス付き高齢者向け住宅に住みたい

有料老人ホームに住みたい

すぐに入居できる施設等に移りたい

無回答

68.5

2.1

7.1

1.8

6.0

5.8

3.0

5.8

0 20 40 60 80

回答者数 = 389 ％

介護サービスを利用しながら、現在の自宅に
住みたい

介護サービスを利用しながら、家族（息子娘夫婦
など）の家に住みたい

特別養護老人ホームに住みたい

グループホームに住みたい

サービス付き高齢者向け住宅に住みたい

有料老人ホームに住みたい

すぐに入居できる施設等に移りたい

無回答

56.3

4.4

11.3

4.4

1.3

5.4

0.0

17.0

0 20 40 60 80 100
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②  地域密着型のサービスの認知度と利用意向 図10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  地域包括支援センターの認知度 図11 

【ニーズ調査】 

 

 

 

 

 

 

【サービス利用意向調査】 

 

 

  

知っている 知らない 無回答 利用したい 利用したくない 無回答

地域密着型通所介護 389 45.0 38.8 16.2 389 31.9 32.6 35.5

夜間対応型訪問介護 389 27.0 56.0 17.0 389 28.8 33.7 37.5

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 389 27.5 56.0 16.5 389 31.6 32.1 36.2

認知症対応型通所介護 389 30.3 52.2 17.5 389 27.5 34.2 38.3

小規模多機能型居宅介護 389 28.5 54.0 17.5 389 27.2 35.5 37.3

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）
389 40.9 41.4 17.7 389 19.5 43.2 37.3

看護小規模多機能型居宅介護 389 24.9 54.0 21.1 389 27.0 35.2 37.8

認知度 利用意向

回答数 回答数

回答者数 = 1,157 ％

知っている

知らない

無回答

58.0

38.2

3.8

0 20 40 60 80

回答者数 = 389 ％

知っている

知らない

無回答

79.9

12.9

7.2

0 20 40 60 80 100
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イ 認知症施策の更なる推進 

【事業評価から】 

認知症の理解促進については、引き続き高齢者の介護を担う世代へ向けての周知

を図るとともに、関係機関との連携をより深め、若年層等幅広い周知及び講座実施

を図りました。 

認知症の相談・支援体制の充実は、各地域包括支援センターに配置した認知症地

域支援推進員と月に１回認知症関連事業に関する協議を行いました。ただし、認知

症相談窓口の認知度向上については、適切に協議を行ったものの具体的な成果を得

られませんでした。 

認知症の早期診断・早期対応は、初期集中支援事業及び認知症検診事業を実施す

ることで医療・介護サービスにつなぐことができました。また、認知症簡易チェッ

クリストについては、ツイッターを通じて周知を図るなど、普及啓発に努めました。 

地域の居場所づくり（認知症カフェ等）は、各圏域において、地域包括支援セン

ターが主体となって適切に認知症カフェを運営するとともに、市ホームページ等に

おいて周知を図りました。 

 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○認知症についての関心は高いですが、相談窓口の認知度が低いことから、更なる

認知症に関する施策の理解促進が必要です。（図12、13） 

○認知症の方やその家族の視点を重視しながら、認知症との「共生」と「予防」を

車の両輪として、施策を推進していくことが重要です。認知症にやさしいまちづ

くりの推進に向け、市民の認知症に対する正しい知識と理解をさらに深めること

が必要です。 

〇認知症の方や家族支援、社会資源の充実のため、認知症カフェ等の居場所づくり

をはじめとした体制構築を図る必要があります。（図14、15） 

〇介護保険提供サービス事業者とかかりつけ医との関係について、さらなる連携強

化が求められます。（図16） 
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①  認知症への関心度 図12 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  認知症に関する相談窓口の認知度 図13 

 

 

 

 

③  自分や家族が認知症になったときの認知症の対策 図14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,157 ％

認知症に関する知識を得る機会

地域住民の理解・サポート

認知症のことを相談できる窓口

認知症の方同士での交流の場

家族介護者同士の情報交換や交流の場

自宅でも安心して生活できる訪問支援

認知症の方が安心して入所できる施設や住
まい

その他

特にない

無回答

38.8

14.2

61.6

3.5

7.5

53.7

46.2

0.9

1.9

7.7

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,157 ％

とても関心がある

まあまあ関心がある

あまり関心がない

まったく関心がない

初めて聞いた

無回答

33.8

50.8

7.6

1.2

0.1

6.5

0 20 40 60

回答者数 = 1,157 ％

はい

いいえ

無回答

27.6

65.2

7.3

0 20 40 60 80
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④  認知症の方の支援にあたり必要なこと 図15 

【介護保険サービス提供事業者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  支援をする際のかかりつけ医との連携について 図16 

【ケアマネジャー調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 84 ％

状態に応じた適切なサービス提供の流れが示される
こと

社会資源（施設、サービス）がより増えていくこと

早期診断を担う医療機関が増えていくこと

地域で、認知症サポーターの活動の輪が広がること

かかりつけ医やケアマネジャー等の認知症に対する
理解と対応力が向上すること

地域包括支援センターにおける認知症の地域支援が
充実していくこと

地域ケア会議など専門的な支援体制が充実すること

認知症の方や家族支援が充実していくこと

その他

無回答

48.8

58.3

53.6

28.6

40.5

28.6

32.1

59.5

4.8

1.2

0 20 40 60 80

回答者数 = 84 ％

とれている

ある程度とれている

あまりとれていない

とれていない

無回答

9.5

48.8

29.8

8.3

3.6

0 20 40 60
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ウ 在宅医療と介護の連携の推進 

【事業評価から】 

在宅医療・介護連携支援室の充実などにより、医療と介護に関わる関係機関の連

携構築、研修や情報共有等、顔の見える関係づくりができました。更に広く連携や

情報共有をしていくとともに市民に対しても在宅医療についての周知を行っていく

必要があります。 

在宅医療・介護連携に関する普及啓発は、アドバンス・ケア・プランニング（人

生会議）等について、特に看取りに関して医療・介護従事者と市民向けにそれぞれ

講演を行うとともに、リーフレットを作成し周知に努めました。また、市民向け講

演については、動画を市公式Youtubeに公開するなど新しい取り組みにも努めまし

た。 

 
 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを続けることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、

包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重要です。（図17） 

○医療との連携において、今後の連携強化に向けて、医療関係者と介護関係者の情

報交換の場の確保や情報を共有する場の充実が必要となります。（図18） 

 

 

①  在宅療養者への医療・介護は、サービス担当者会議などを通

じて連携をしているか 図17 

【ケアマネジャー調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 66 ％

十分連携している

ある程度連携している

連携が不十分である

ほとんど連携していない

無回答

9.1

69.7

21.2

0.0

0.0

0 20 40 60 80
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【介護保険サービス提供事業者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  地域包括ケアシステムの構築における医療・介護の連携の仕

組みで必要なこと 図18 

【ケアマネジャー調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護保険サービス提供事業者調査】 

 

 

 

  

回答者数 = 66 ％

他職種との顔の見える関係づくり、交流を
進める

「ケアマネタイム」の充実を図る

在宅医療・介護連携支援室の活動を充実さ
せる

医療と介護の連携シート（主治医連絡票
等）を活用する

入退院時に関する医療と介護の連携方法を
明確にする

ICT の利活用を推進する

その他

無回答

51.5

9.1

16.7

34.8

34.8

33.3

1.5

0.0

0 20 40 60

回答者数 = 84 ％

十分連携している

ある程度連携している

連携が不十分である

ほとんど連携していない

無回答

7.1

66.7

19.0

1.2

6.0

0 20 40 60 80

回答者数 = 84 ％

他職種との顔の見える関係づくり、交流を
進める

「ケアマネタイム」の充実を図る

在宅医療・介護連携支援室の活動を充実さ
せる

医療と介護の連携シート（主治医連絡票
等）を活用する

入退院時に関する医療と介護の連携方法を
明確にする

ICT の利活用を推進する

その他

無回答

69.0

8.3

14.3

28.6

25.0

22.6

2.4

2.4

0 20 40 60 80
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エ 生活支援体制整備の推進 

【事業評価から】 

地域課題検討の協議の充実では、第２層協議体から出た課題への対応として、高

齢者だけのサロン立ち上げの伴走支援を行いました。第１層協議体での地域課題と

してあげられた「高齢者の金銭に関する困りごと」については、市民や金融機関関

係者と啓発パンフレットの作成を行い、イベント等を実施しました。その他、参加

者から随時提案された議題について、検討し、解決を目指しました。 

さくら体操自主グループリーダーが安心して活動出来るよう、意見交換ができる

場所をつくり、リーダー業務の負担感を軽減する支援を行いました。 

生活支援コーディネーターの配置による体制整備については、第２層生活支援コ

ーディネーターを中心にあげられた地域課題について、生活支援連絡会で共有した

ものの、ニーズと地域資源のマッチングのネットワーク化には至りませんでした。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○地域ケア会議等を通じて、多様化する市民ニーズ・地域課題を把握し、生活支援

協議体で対応すべき内容等の整理・検討を行い、解決に向けた行動を実施する必

要があります。（図19） 

○地域の居場所（通いの場）については、新型コロナウイルスの影響を踏まえて、

立ち上げ・継続支援を実施し、高齢者の活動を担保する必要があります。（図20） 
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①  現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる 

介護等 図19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  地域活動やボランティア活動や住まいの地域の行事の参加状況  

図 20 
 

 

  

回答者数 = 500 ％

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは特にない

主な介護者に確認しないとわからない

無回答

6.2

11.4

1.8

14.8

2.8

1.6

2.8

17.4

3.2

22.2

3.0

13.6

16.8

10.2

4.2

8.4

4.0

30.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,157 ％

よく参加している

時々参加している

あまり参加していない

全く参加していない

無回答

4.4

11.0

17.8

63.6

3.2

0 20 40 60 80
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（３）地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりと人材育成 

ア 地域づくりの推進 

【事業評価から】 

地域の居場所に対する支援等として、新型コロナウイルス感染症対策を行いなが

らの活動ではありましたが、高齢者の居場所に対する伴走支援や、コロナ禍でのコ

ミュニケーションツールとしてニーズの高まったオンライン交流や、スマートフォ

ンに関する相談会等を実施しました。 

地域の担い手等については、通所型サービスの担い手としてサブスタッフ養成講

座を実施し、受講者は少数ではあるものの活動を開始することができました。 

また、介護支援ボランティア事業は、コロナ禍により受入れ事業所が減少したこ

とにより、ボランティアの活動量が低下しました。このため、受入れ状況について

登録者に情報提供を行い、活動量の担保に努めるとともに、今後の新たな活動に向

け研修を行いました。 

ボランティアセンターでの活動支援は、新型コロナウイルス感染症の影響により

縮小となった講座等もありましたが、各種講座の実施、ボランティアに関する相談

支援、広報紙による情報発信、市民活動助成金の事業を行ったほか、市内学校での

福祉器具の貸出・説明・体験を実施しました。 
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【第９期事業計画に向けた課題】 

〇新型コロナウイルス感染症拡大により、支える側を含めた高齢者全体の活動機会

の減少がうかがえます。（図21）今後もオンラインの活用や衛生管理、感染症に

対する正しい知識の普及啓発などにより、活動機会の増加を図る必要があります。 

〇今後も高齢者の増加が予想されており、高齢者が住み慣れた地域で安心して在宅

生活を継続していくためには、行政による介護保険サービスの充実のみならず、

住民をはじめ地域に関わるすべての人が互いに支え合い、助け合う地域づくりが

重要となってきます。 

○課題解決に向けて伴走支援や啓発活動は進んでおり、今後も地域課題に応じた施

策反映を更に推進することが必要です。 

 

 

①  新型コロナウイルス感染症拡大で影響を受けたこと 図21 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,157 ％

外出機会が減った

人と話す機会が減った

運動不足で筋力や体力が減った

趣味活動や社会参加（サロン参加やボランティア活
動）の頻度が減った

買い物に行く機会が減り、食事の内容が偏った

不安やストレスを感じるようになった

新型コロナウイルス感染症以外の病気で病院の受診
がしづらくなった

その他

特にない

無回答

65.2

47.9

28.4

21.0

11.2

21.1

15.8

2.7

14.2

5.4

0 20 40 60 80
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イ 高齢者の見守り支援の充実 

【事業評価から】 

高齢者地域福祉ネットワーク事業では、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、

75・80歳の方に対する訪問活動を、従来の対面ではなくポスティング等に方法を変

えることにより実施しました。 

救急通報システム機器の貸与事業については、慢性疾患により常時注意が必要な

高齢者に対し、24時間見守りを行う無線発報器等の貸与を行いました。 

住宅火災直接通報システムは、地域包括支援センター職員と連携し、火災が懸念

される認知症高齢者がいた場合は、事業を案内しました。 

高齢者見守り支援事業（ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉電話の貸与）につい

ては、新型コロナウイルス感染症の影響により、新規の友愛活動事業は、電話訪問

による活動に変更し実施しました。 

事業者との連携による見守りについては、民間業者と協定締結を行っています。

協定締結数も年々増加しており、高齢者等の見守り体制の構築を推進することがで

きました。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○地域の見守り活動等とともに、民生委員・児童委員、ボランティア、特定非営利

活動法人（NPO）や社会福祉法人等と共に支え合う地域づくりを進めていく必要

があります。 

○見守りの必要な高齢者の方が増えている中、今後も見直しを図りながら継続して

事業を実施していくとともに、高齢者を地域で日常的に支えあうネットワークを

確立していくことが必要です。（図22） 

○引き続き、民間事業者と協定締結を行い、民間事業者の協力による緩やかな見守

り体制の構築に努めることが必要です。 
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① ひとり暮らしになった場合に利用したい「見守り支援」図22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,157 ％

民生委員やボランティア等が定期的に自宅を訪れ、声かけを
してくれる

定期的に電話をし、安否確認をしてくれる

定期的に携帯電話かパソコンにメールが送信され、返信をす
る

救急通報システム( ペンダント型発信器等) の貸出や、日
常的に使う家電等に緊急通報装置を設置してくれる

定期的に牛乳配達をすることで、配達業者が安否確認をして
くれる

定期的に配食サービスを提供することで、配達業者が安否確
認をしてくれる

定期的に理容助成券の給付を受けるために、市役所に出向く
ことで、市職員が安否確認をする

その他

無回答

33.0

27.7

33.1

40.4

8.9

31.7
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3.2

12.4
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ウ 権利擁護の推進 

【事業評価から】 

高齢者虐待防止対策については、対応に当たる市職員、地域包括支援センター職

員に対する研修を実施するとともに、お元気サミット等で市民に対して高齢者虐待

周知を実施するなど、高齢者虐待について理解や周知を深めることができました。 

消費者被害の未然防止に向け、高齢者が集まるイベントや講座で消費者被害の未

然防止の啓発を行い、消費者トラブルの事例と共に相談室の案内を積極的に周知し

ました。また、アーカイブ配信についてはより多くの方に講座を受講してもらうこ

とができました。 

権利擁護センター利用の推進については、判断能力が不十分な方に権利や財産を

守ること等を目的として地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）や成年後

見制度を継続実施することについて、市と権利擁護センターで、密に連携を取り、

協力して支援を行いました。 

 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○高齢者虐待の起こりうる可能性は依然として見られ、相談体制の充実など関係機

関と連携した虐待防止の取り組みの啓発・継続・充実が求められます。（図23）

虐待を受けている高齢者に対して、早期発見・早期対応を行う体制を確立すると

ともに、介護者の支援や相談体制の充実が必要です。（図24） 

○成年後見制度等の利用を希望する市民が身近な地域で相談でき、権利擁護が必要

な人を早期に発見・支援を行う体制の充実が必要です。 
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①  権利や生活を守るための相談窓口の認知度 図23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  虐待を防ぐために必要なこと 図24 

【ケアマネジャー調査】 
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無回答
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その他
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エ 人材育成・確保の推進 

【事業評価から】 

介護職員宿舎借上支援事業については、市と災害時協定を締結した事業所等につ

いても補助対象とするよう補助制度の内容拡充を実施し、同時に災害時協定の締結

に向けて協議を行いました。制度拡充後、申請のあった９戸に対して補助を実施し

ました。 

また、介護職員初任者研修の実施、及び研修修了者に対しての受講料の助成を行

うなど、介護の担い手になる人材確保の取り組みを行いました。 

介護事業者連絡会と連携し、介護職員の知識・技術向上のための研修会を開催し

ました。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○人材確保については、現在、介護分野に従事している職員のスキルアップを促進

するとともに、未経験者の参入促進についても取り組む必要があります。（図25） 

○今後、ますます多様化・増大化する福祉ニーズに対応するため、介護をはじめと

した福祉人材の育成・確保の取り組みをさらに強化していく必要があります。 

① 人材確保のために必要な取り組み 図 25 

【介護保険サービス提供事業者調査】 
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第 章    計画の基本理念と視点 

 

 

１ 基本理念 

（１）人間性の尊重（個人の尊厳） 

高齢者が生涯にわたり、地域を支える一員として活躍ができる社会、個人の尊厳が

守られ人間性が尊重されるような社会をつくります。また、個人が大切にしてきた生

活を継続し、自己実現に向けて活躍できるよう、本人の自己決定を尊重する仕組みを

確立します。 

 

 

（２）自立の確保（自立に向けた総合的支援） 

高齢者一人ひとりの心身の状態に応じて、生活の質が確保された状態を維持してい

くために、「自立・自助」を支える取り組みを、行政の支援による「公助」、介護保険

サービス等の「共助」、地域で支え合う「互助」を通じて支援します。 

また、高齢者が自分の意思に基づき、その能力に応じて、可能な限り地域で自立し

た生活を営むことができるよう、生活支援や医療介護、予防等の包括的な支援の仕組

みを充実します。 

 

 

（３）支え合う地域社会づくり 

市民、自治会・町会、民生委員・児童委員、商工会、商店会、ボランティアグルー

プ、社会福祉法人、ＮＰＯ、医療関係者、介護事業者、民間企業、教育機関、社会福

祉協議会、行政等が連携し、地域の資源とネットワークをいかして、豊かな高齢社会

に向け、支え合う地域社会づくりを進めます。 
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 ２ 視点 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域

で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支

援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進してきました。 

本計画に基づき、事業評価を行い、ＰＤＣＡサイクルを適切に活用することにより、

本市の実情に応じた地域包括ケアシステムの更なる推進に努めます。 

 

（２）地域共生社会の実現 

制度・分野の枠や、「支える側」、「支えられる側」という従来の関係を超えて、人

と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら暮

らしていくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会を目指します。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、高齢者の外出頻度や地域活動への

参加の減少など、日常生活が大きく変化している中で、すべての高齢者が取り残され

ることのないよう、地域全体で見守り、支援していく地域づくりを目指します。 

8050問題やヤングケアラーへの対応、生活困窮等の複雑化・複合化する地域課題に

対応する重層的支援体制の整備を図り、伴走支援による孤立の防止に努めます。 

本市においては、地域包括支援センター、社会福祉協議会の福祉総合相談窓口を中

心とした相談支援機関の更なる連携を図るとともに、地域の健康づくりや介護予防の

場を充実させ、複合的な課題の相談に対応できる体制の構築を目指します。 
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（３）介護保険制度の健全な運営 

市の介護保険は、これまでの制度改正等に沿って、適正な運営を続けてきました。

今後は、後期高齢者が増加していくなか、要介護・要支援認定者数も増加することが

見込まれており、介護保険サービスの需要が大きくなります。そのほか、ひとり暮ら

しの方や高齢者のみの世帯が増加することで、これまで以上に生活支援に関するサー

ビスの需要も高まります。 

また、今後も介護保険制度を巡る環境が刻々と変化することが予想されることから、

制度への理解を深め、健全な運営を進めるとともに、ケアマネジメントの質の向上や

給付の適正化を進め、サービスを必要とする高齢者に必要なサービスが提供され、持

続可能性のある提供体制の確保と制度運営を目指します。 

さらに、高齢者人口の増加に伴い、介護職員の不足が見込まれる中で、介護人材の

確保や、介護分野の生産性向上に資する様々な支援・施策の情報を介護事業者に提供

し、いつまでも地域で安心して暮らせる体制を構築していきます。 
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第 章    施策の展開 

 

 

１ 高齢者保健福祉施策の体系図 
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【基本施策】 

さくら体操の推進/介護予防講座・教室等の実施/健康相談・指導の継続/健康診査等の継続/
感染症の予防の推進/健康講演会の継続/歯と口腔の健康の充実/介護予防・日常生活支援総合
事業の推進/高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

包括連携協定締結校等との連携による活動支援の継続/健康・スポーツ活動の支援の継続/文
化学習事業の継続/敬老行事等の継続/おとしより入浴事業の継続/高齢者いきいき活動事業の
継続/老人クラブ活動支援と活動場所の支援の継続/高齢者（いきいき）農園の継続/地域の居
場所に対する支援の推進 
 

シルバー人材センターへの支援の継続/「こがねい仕事ネット」における就労支援の継続 

介護保険サービスの利用支援の継続/生活支援に資する高齢者福祉サービスの継続/高齢者等
の移動・移送手段の確保の継続/地域包括支援センターの機能強化/自立支援住宅改修給付及
び相談事業の継続/家具転倒防止器具等取付の継続/補聴器購入費助成事業の実施/高齢者訪問
理容・美容事業の実施/高齢者住宅の管理・運営及び公営住宅等の情報提供の継続/高齢者の
新たな住まいと住まい方の継続/市民ニーズを踏まえた地域密着型サービス事業所整備の実施
/介護者の負担軽減の推進 

認知症の理解促進/認知症の相談・支援体制の充実/認知症連携会議の継続/認知症の早期診
断・早期対応の充実/チームオレンジの整備/地域の居場所づくり（認知症カフェ等）の充実/
やすらぎ支援（認知症高齢者家族支援活動）の充実/徘徊高齢者の探索事業の継続/介護者の
負担軽減の推進 

医療資源マップの充実/在宅医療・介護連携支援室の充実/在宅医療・介護連携推進に関する
検討の実施/在宅医療・介護連携に関する普及啓発の充実/ ACP（人生会議）等の普及啓発の
充実 

地域課題検討の協議の充実/生活支援コーディネーターの配置による体制整備の推進/地域の
居場所に対する支援の推進 

庁内の横断的な連携体制の構築/介護者の負担軽減の推進/チームオレンジの整備/やすらぎ支
援（認知症高齢者家族支援活動）の充実 

地域の居場所に対する支援の推進/地域課題検討の協議の充実/生活支援コーディネーターの
配置による体制整備の推進 

救急通報システム機器の貸与の継続/高齢者地域福祉ネットワーク事業の推進/高齢者見守り
支援事業の推進/避難行動要支援者支援体制の継続/事業者との連携による見守りの推進/徘徊
高齢者の探索事業の継続/生活支援コーディネーターの配置による体制整備の推進/災害時に
備えた介護サービス事業者との連携 

消費者被害の未然防止の継続/福祉サービス苦情調整委員制度の継続/権利擁護センター利用
の継続/高齢者虐待防止対策の継続 

さくら体操の推進/ボランティアセンターでの活動支援の継続/介護支援ボランティアポイン
ト事業の推進/介護職員宿舎借上支援事業の継続/介護分野への就労支援の継続/介護サービス
事業者振興事業等の推進/ケアマネジャーへの支援の実施 

１ 健康づくり・介護予防の
一体的推進 

２ 社会参加の促進 

３ 高齢者の就労支援 

２ 認知症施策の更なる推進 

１ 在宅生活支援の充実 

３ 在宅医療と介護の連携の
推進 

４ 生活支援体制整備の推進 

５ ケアラー（介護者）への
支援の推進 

１ 地域づくりの推進 

２ 高齢者の見守り支援の 
充実 

３ 権利擁護の推進 

４ 人材育成・確保の推進 

【施策の展開】 

【個別事業・取り組み名の定義】 

・充実：第９期計画でさらに質を向上していく事業  ・推進：第９期計画でさらに質と量を向上していく事業 

・実施：第９期計画で新しく始める事業   ・検討：第９期計画で事業の検討を始めるもの 

・継続：第８期計画から引き続き現状維持で続けていく事業 
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２ 施策の展開 

 

基本目標１ 生きがいのある充実した生活の支援 

高齢者が生きがいを持ち、健康の維持・増進と、介護予防の推進を図るため、それ

まで培った技能や技術を発揮し、社会のなかで役割を担いながら地域共生社会の一員

として活躍ができる、健康長寿の社会づくりを目指します。 

また、心身機能が低下したり、生活習慣病、要介護状態にならないように、介護予

防・重度化防止、フレイル予防のための事業を展開します。 

 

（１）健康づくり・介護予防の一体的推進 

「健康寿命の延伸」にむけて、地域住民ひとりひとりが健康に関心を持ち、介護予

防の視点をもって生活していくことが重要です。健康教育、イベント、広報などを通

じ、継続した健康づくりに取り組むよう、啓発を行います。 

また、生きがいや役割をもって通える場を充実するなど、介護予防や重度化防止を

図ります。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

１ さくら体操の推進 

新型コロナウイルス感染対策のため、管理会場の定員の見直

しを行い密にならない形で行います。また、医療・福祉の専門

職が管理運営を行い、グループ支援や参加者評価等を通して、

参加者の介護予防や自立支援を図ります。完全自主会場につい

ては新型コロナウイルス感染対策により、介護事業所等使用で

きない会場が多いため、身近な所で少人数実施できる体制を推

進していきます。地域包括支援センターの職員が立ち上げ・継

続支援を行うとともに、市内のリハビリテーション専門職が会

場を巡回し、助言・指導を行い、参加者の介護予防を図りま

す。 

介護予防の取り組みが多様化しているため、他の介護予防施

策と連動させながら介護予防を推進していきます。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

さくら体操の会場数（か所） 50 52 55 

さくら体操の延参加者数（人） 6,076 6,300 6,600 

新規介護予防リーダー養成者数（人） ９ 10 15 
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【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

２ 
介護予防講座・ 

教室等の実施 

高齢者が介護予防のための正しい知識を得て、自分に適した

方法で主体的に介護予防・フレイル予防に取り組めるよう講座

や教室を開催し多様な方法で介護予防を推進していきます。 

また、市内には住民が自主的に体操や趣味活動を通して介護

予防等に取り組んでいる通いの場が多くあるため、広く情報提

供等を行い支援します。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

３ 

健康相談・指導の

継続 

※他計画再掲 

健康保持・増進と疾病予防のために健康や栄養、歯と口腔に

関する相談を実施するほか、健康づくり推進のための高齢者の

方を対象とした健康教室を開催し、健康相談および指導の充実

を図ります。 

健康課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

４ 
健康診査等の継続 

※他計画再掲 

フレイル予防のために高齢者の健診の活用やかかりつけ医と

の連携を行います。また、寝たきり等へつながる生活習慣病の

早期発見のために引き続き特定健康診査受診率の向上に努めま

す。 

また、特定健康診査及び後期高齢者医療健康診査の受診者、

４０歳以上の集団健康診査の受診者等を対象に、フォロー健診

として検査項目を上乗せして実施します。 

保険年金課 

健康課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

５ 
感染症の予防の 

推進 

新型コロナウイルス感染症や肺炎、インフルエンザの予防や

重症化を防ぎ、高齢者の方の健康を保持するため予防接種法に

基づくワクチン接種を推進します。 

健康課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

６ 
健康講演会の継続 

※他計画再掲 

疾病予防・普及啓発を目的とし、高齢者も含めた健康づくり

の充実を図ります。 
健康課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

７ 

歯と口腔の健康の

充実 

※他計画再掲 

高齢者の方の「8020 運動」等を推進し、20 歳から 80 歳の５

歳刻みの市民を対象に成人歯科健康診査を実施するとともに、

70 歳・75 歳・80 歳を対象とした高齢者口腔機能診査を実施す

ることで、高齢者の口腔内の健康増進を図ります。また、かか

りつけ歯科医の紹介を継続します。 

健康課 

 

  



228 
 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

８ 

介護予防・日常生

活支援総合事業の

推進 

訪問型・通所型いずれも現行相当と市基準によるサービスを

提供しています。自立支援促進に向け、医療専門職が中心に関

わり短期集中で実施するサービス（サービスＣ）の実施と同サ

ービスを通して総合事業の見直しを検討します。  

また、地域包括支援センターと連携し、介護保険サービス外

の資源等も積極的に活用した自立支援・重度化防止につながる

ケアマネジメントを推進します。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

９ 

高齢者の保健事 

業と介護予防の 

一体的実施 

後期高齢者を中心とした医療保険や介護保険のデータ等に基

づき市の健康課題を分析し、健康課題を有する高齢者に対し医

療専門職が関与する保健事業を実施します。 

また、通いの場等でも健康課題に応じた内容の活動を理学療

法士等の専門職を通じて行うことにより、保健事業と介護予防

の一体的な実施を図ります。 

保険年金課 

介護福祉課 

健康課 

成果指標 目標値 
高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施 
実施（令和６年度） 
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（２）社会参加の促進 

少子高齢化が急速に進展し生産年齢人口が減少する中、社会の活力を維持するため

に、高齢者自らが地域の担い手として活躍できるよう環境整備を図る必要があります。

高齢者による地域活動や、生涯学習、社会参加のため、多様な活動機会の提供を図っ

ていきます。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

10 

包括連携協定締結

校等との連携によ

る活動支援の継続 

包括連携協定を締結している学校・企業と講座等連携が可能

な事業等を実施していきます。 
介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

11 

健康・スポーツ活

動の支援の継続 

※他計画再掲 

高齢者の健康増進及び生涯スポーツの推進に資することを目

的として、高齢者がスポーツに親しむ機会を提供し、高齢者の

親睦や社会参加、スポーツの普及・啓発を図ります。  
生涯学習課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

大会参加者数（人） 818 820 820 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

12 
文化学習事業の 

継続 

各公民館において高齢者学級や各種講座を実施するととも

に、自主グループの支援を行います。 
公民館 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

13 敬老行事等の継続 

老人福祉法の基本理念に沿うよう、高齢者の長寿をお祝いす

ると共に、楽しいひと時を過ごしていただくための、敬老行事

を実施します。 

また、99 歳、100 歳の方に対する高齢者記念品の贈呈を行い

ます。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

14 
おとしより入浴事

業の継続 

高齢者の憩いの場の提供及び健康の保持を目的とし、浴場組

合が実施する無料入浴事業に対し補助を行い、65 歳以上の高

齢者と小学生以下の児童を対象に無料入浴の日を設け、世代を

越えた交流の場を作ります。 

介護福祉課 

 

  



230 
 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

15 
高齢者いきいき活

動事業の継続 

高齢者いきいき活動推進員が中心となり、趣味、体操等、健

康増進活動及びその他生きがい活動の講座を開催します。 

また、利用促進に向け、広報等の充実を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

16 

老人クラブ活動支

援と活動場所の支

援の継続 

高齢者の生活を健全で豊かなものにし、高齢者の福祉の増進

に資することを目的に、老人クラブ及び老人クラブ連合会に対

して補助金を交付し、活動を支援します。 

また、老人クラブや高齢者グループ等の定期的な地域活動及

び健康増進を目的とする活動の会場として「高齢者いこいの部

屋」の利用を支援します。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

17 

高齢者（いきい

き）農園の継続 

※他計画再掲 

農地所有者の方の協力を得て、60 歳以上で耕作地を持たな

い高齢者の方に対し、高齢者（いきいき）農園事業を継続しな

がら、野菜や草花等の栽培・収穫を通じて高齢者の方の健康促

進と仲間づくりを図ります。 

経済課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

18 
地域の居場所に対

する支援の推進 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センター

や社会福祉協議会などの関係機関と連携し、また、認知症カフ

ェについては認知症地域支援推進員と協力しながら、居場所の

立ち上げや活動継続に対して支援します。立ち上げに対しては

活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動継

続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに

情報を地図に落とし込んだマップを交互に作成するとともに、

情報を市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を行

うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

市内の居場所の情報をまとめた冊子へ

の掲載居場所数（か所） 
172 175 185 
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（３）高齢者の就労支援 

就労を望む高齢者が、それまで培った技能や技術を活かしながら、地域共生社会の

一員として活躍できるよう、地域活動の機会の場や情報の提供に努めます。 

また、様々な団体と市が連携し、高齢者の働く機会を拡大していきます。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

19 

シルバー人材セン

ターへの支援の継

続 

高齢者の就業の場の提供や、社会参加等を提供するシルバー

人材センターに対し、設立目的が達成されるよう、継続的に補

助金の交付を行います。 

また、各種事業に係る広報を支援し、会員に対する就業の場

を提供できるよう支援を行います。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

東京都シルバー人材センター事業補助

金交付要綱に定める公益目的事業費の

ランク格付 

Ａ Ａ Ａ 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

20 

「こがねい仕事ネ

ット」における就

労支援の継続 

市が運営する就労支援サイト「こがねい仕事ネット」に、高

齢者向けの就労支援セミナーや就職面接会等、就労等に関する

情報を掲載します。 

経済課 
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基本目標２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

高齢者が住み慣れた地域のなかで、自立して安心した暮らしを続けることができる

よう、介護保険以外の福祉サービスを含めて包括的に支援するとともに、認知症高齢

者等への総合的な支援、在宅医療と介護との連携、相談体制の充実等を進めます。 

特に、認知症施策に関しては、今後も認知症高齢者の増加が見込まれる中で、認知

症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる共生社会の実現を目指し、

取り組みを進めます。 

また、複合的な課題を抱えた多様な介護者の存在にも目を向け、家庭における介護

負担の軽減を図るため、介護者への支援の取り組みを進めます。 

 

（１）在宅生活支援の充実 

ひとり暮らし高齢者や、高齢者のみで暮らす世帯が増加する中、住み慣れた地域で

安心して自立した生活を送ることができるよう、在宅生活支援サービスの提供拡大に

取り組むとともに、円滑に利用できるよう支援します。 

8050問題や生活困窮等複合的な課題を抱えた相談に対応するため、重層的支援体制

整備事業実施の際には、相談機関の一つとして他機関共同の推進に加わるなど相談支

援体制の充実を図り、地域包括支援センターの機能強化を推進します。また、家族介

護者の支援及び住環境の整備を行う等、在宅生活支援の充実も図ります。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

１ 
介護保険サービス

の利用支援の継続 

介護サービスを必要とする方が、必要なサービスを利用でき

るよう、本人やその家族の方に対する情報提供・相談支援を充

実します。引き続き、制度改正に則した介護保険パンフレット

の配布やホームページでの周知等を行い、制度の理解を深める

ための情報提供に努めます。また、利用者及び介護者のみなら

ず、広く市民に対しても、介護保険制度を正しく理解していた

だくような情報提供に努めるとともに、地域において高齢者や

その家族の方に対する総合的な相談・支援を行う窓口である地

域包括支援センターの周知を図ります。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

２ 

生活支援に資する

高齢者福祉サービ

スの継続 

おむつ給付、寝具乾燥、配食及び日常生活用具の給付並びに

大掃除等の生活援助の各種生活支援に関する事業を実施しま

す。 

特にニーズの高い配食に関しては、これまでの課題を整理

し、より安定した事業運営が図れる方法へ移行します。 
介護福祉課 

成果指標 目標値 
民間配食事業者への委託 実施（令和８年度） 
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No 事業名 事業概要 担当課 

３ 

高齢者等の移動・

移送手段の確保の

継続 

※他計画再掲 

主に鉄道駅及び路線バスのバス停から一定距離がある公共交

通不便地域においてＣｏＣｏバスを運行し、高齢者の方の通院

等の際の移動を支援します。また、福祉有償運送等の移送サー

ビスを実施しているＮＰＯ法人等の支援をします。 

交通対策課 

自立生活 

支援課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

４ 

地域包括支援セン

ターの機能強化

（充実） 

地域包括ケアシステムにおける中核的な機関として、医療、

介護、介護予防、住まい、生活支援を包括的に提供できる体制

の構築のため関係機関と連携して関連事業を推進します。 

高齢者が住み慣れた地域で安心した生活を送ることができる

よう、生活に関する身近な相談先として地域包括支援センター

の更なる周知を行います。 

事業の評価については、国が実施するセンターの事業評価を

通じた機能強化に関する調査結果を活用します。事業評価の向

上に向け、適宜センター管理者と打ち合わせを行い、全体の機

能強化が図れるよう事業 計画の策定等を行います。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 

目標値 
令和４年度 

地域包括支援センターの事業評価を通

じた機能強化に関する調査結果 
－ 

事業評価結果の向上（前年度

比） 

地域包括支援センター認知度（％） 58.0 65.0 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

５ 

自立支援住宅改修

給付及び相談事業

の継続 

住宅改修について、介護保険の住宅改修事業と自立支援住宅

改修給付事業（介護保険外）の連携を図り、在宅高齢者の住宅

環境の整備を支援します。 

住宅改修を実施する者及び業者に対する適切な情報提供を行

うことで、使いやすい制度となるよう、広報、ホームページの

改善を行います。 

また、適切な住宅改修ができるよう、一級建築士等が訪問や

面接等により、住宅改修の相談・助言を行います。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

６ 
家具転倒防止器具

等取付の継続 

65 歳以上のひとり暮らし高齢者の方または高齢者の方のみ

の世帯の家屋に、家具転倒防止器具を取り付け、災害時の防

災・減災対策を支援します。 

介護福祉課 
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【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

７ 
補聴器購入費助成

事業の実施 

聴力機能の低下に伴い周囲と円滑なコミュニケーションを図

ることが難しい高齢者に対して補聴器の購入に要する費用の一

部を助成することにより、高齢者の積極的な社会参加及び地域

交流を促すことを支援します。 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

８ 
高齢者訪問理容・

美容事業の実施 

身体的状況により、自身で理容店・美容店に出向くことが難

しい高齢者に対して、自宅で調髪を行う事業を実施します。 
介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

９ 

高齢者住宅の管

理・運営及び公営

住宅等の情報提供

の継続 

※他計画再掲 

現在、借り上げを行っている高齢者住宅については、引き続

き適切な管理・運営を行うとともに、借り上げ期間が満了する

高齢者住宅については、入居者が困窮しないよう住宅の確保に

努めます。また、都営住宅等の情報を適切に提供していきま

す。 

まちづくり

推進課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

10 

高齢者の新たな住

まいと住まい方の

継続 

高齢社会の進展と併せ、ニーズが高まる高齢者の方の新たな

住まいと住まい方について、サービス付き高齢者向け住宅等も

含めて検討を進めます。また、介護保険を適用できる居住系・

宿泊系サービスのうち、地域密着型サービスについて更なる制

度周知や空き状況の公表等の取り組みを進めます。 

まちづくり

推進課 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

11 

市民ニーズを踏ま

えた地域密着型サ

ービス事業所整備

の実施 

夜間の介護サービスや 24 時間 365 日の在宅生活の支援を充

実することで、自宅での生活を継続しながら安心して介護が受

けられるよう、地域密着型サービス事業所（夜間対応型訪問介

護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等）を検討・整備しま

す。 

介護福祉課 
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No 事業名 事業概要 担当課 

12 
介護者の負担軽減

の推進 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方を対象に、相談、介

護教室、交流会等の機会を通して、介護による身体的・精神的

負担の軽減を図ります。交流会等については、性別・年代を問

わず参加できるようなテーマ設定を図るなど、幅広く参加を促

せるよう努めます。 

認知症の方と家族の方に対しては希望する在宅生活を継続で

きるよう、一体的支援事業を実施します。 

また、緊急を要する理由で介護者が介護できない時に、介護

が必要な方を一時的に施設で介護します。 

介護福祉課 
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（２）認知症施策の更なる推進 

認知症高齢者の尊厳が守られ、安心して生活できる地域づくりをめざし、認知症に

対する知識と理解が市民全体に広まるよう、あらゆる機会を活用して認知症に関する

啓発の推進を図ります。 

また、認知症予防に資する可能性のある活動、早期発見・早期対応及び介護者の負

担軽減、チームオレンジの構築等を推進することにより、認知症になっても希望を持

って日常生活を過ごせる社会を目指します。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

13 
認知症の理解促進 

（推進） 

認知症の方ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし

続けることができるよう、市民向けの認知症講座の実施や、小

中学生への認知症サポーター養成講座である「キッズ認サポ」

等を通じて多世代へ認知症に関する普及啓発を図ります。 

また、既存の催し等を活用した、認知症の理解促進に係る講

演会等による普及啓発も行います。 

併せて、若年性認知症の方やその家族の方を支援するため、

理解促進に努めるとともに、相談窓口等の広報を実施します。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

認知症サポーターの累計養成者数

（人） 
8,626 9,100 10,000 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

14 
認知症の相談・ 

支援体制の充実 

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関の間の連携を図

るための支援、認知症の方やその家族の方を支援する相談業

務、社会参加活動のための体制整備等を行うため、認知症地域

支援推進員を配置し、地域における支援体制の構築と認知症ケ

アの向上を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

15 
認知症連携会議の

継続 

医療・介護関係者による事例検討、研修等の機会を設け、認

知症ケアの向上を図ります。 
介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

16 
認知症の早期診断 

・早期対応の充実 

認知症が疑われるものの、医療・介護等の安定的な支援を受

けていない方に対し、認知症サポート医が含まれることを特徴

としたチームで訪問を行う認知症初期集中支援事業を実施しま

す。 

本人や家族等が気軽に早期発見等につなげられるように、パ

ソコン等から簡単に認知症のチェックを行える「認知症チェッ

クサイト」の普及啓発を図ります。 

介護福祉課 
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【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

17 
チームオレンジの

整備（実施） 

認知症サポーター等の支援者と認知症の人やその家族も参加

し、生活面の早期からの支援を行う「チームオレンジ」設置に

向けて、認知症カフェやイベント等の実施を通じて整備を図り

ます。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

18 

地域の居場所づく

り（認知症カフェ

等）の充実 

市内関係機関と連携を図り、認知症カフェ等の新設の検討や

継続支援等を通じて、認知症の方と家族の方の居場所づくりを

行います。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

認知症カフェ等の開催場所数（か所） ８ ９ 11 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

19 

やすらぎ支援（認

知症高齢者家族支

援活動）の充実 

軽度の認知症状が見られるおおむね 65 歳以上の方等に対

し、認知症についての研修を受けたボランティア（やすらぎ支

援員）が自宅を訪問し、話し相手となり、見守りを行うととも

に、家族の方の介護負担の軽減を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

20 
徘徊高齢者の探索

事業の継続 

認知症の方の身元不明等の事故を防止するとともに、その家

族等の精神的負担の軽減を図るため、位置情報が検知できる発

信機の貸与等を実施します。 

また、靴にＧＰＳ発信機を入れて利用できる専用の靴も引き

続き対応します。 

さらに、市内商店会と連携し、行方不明高齢者捜索協力支援

アプリの普及啓発等に努め、地域における捜索協力体制の強化

を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-12 

介護者の負担軽減

の推進 

※本計画再掲 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方を対象に、相談、介

護教室、交流会等の機会を通して、介護による身体的・精神的

負担の軽減を図ります。交流会等については、性別・年代を問

わず参加できるようなテーマ設定を図るなど、幅広く参加を促

せるよう努めます。 

認知症の方と家族の方に対しては希望する在宅生活を継続で

きるよう、一体的支援事業を実施します。 

また、緊急を要する理由で介護者が介護できない時に、介護

が必要な方を一時的に施設で介護します。 

介護福祉課 
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（３）在宅医療と介護の連携の推進 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮ら

しを人生の最期まで続けることができるよう、地域における在宅医療・介護を一体的

に提供できる体制の構築を推進します。 

また、もしものときのために、本人が望む医療やケアについて前もって考え、家族

等や医療・ケアチームと繰り返し話し合い、共有する「人生会議（アドバンス・ケ

ア・プランニング＝ＡＣＰ）」や、看取り等のＡＣＰに関わる情報について、医療・

介護関係者や市民に対する普及啓発を行います。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

21 
医療資源マップの

充実 

医療資源を調査し、医療資源マップとしてまとめ、市民、関

係機関等へ配布します。 
介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

22 
在宅医療・介護連

携支援室の充実 

医療・介護関係者を対象とした在宅医療・介護連携に関する

相談窓口を設置・運営するとともに、多職種が参加する研修等

を実施することにより、連携の促進を図ります。 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

23 

在宅医療・介護連

携推進に関する検

討の実施 

在宅医療・介護連携推進会議や、同会議に設置された４部会

（※）において、部会に応じた課題の検討や、多職種連携研修

等の企画・実施等を通じて、在宅医療・介護連携を推進しま

す。 

介護福祉課 

※日常療養・多職種連携研修部会、入退院支援部会、急変時対応・看取り支援部会、ＩＣＴ連携部会 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

24 

在宅医療・介護連

携に関する普及啓

発の充実 

在宅医療・介護連携に関する講演会、在宅療養に関するリー

フレットの配布等を実施し、市民に対する普及啓発を行いま

す。 

介護福祉課 
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【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

25 

ＡＣＰ（人生会

議）等の普及啓発

の充実 

在宅医療・介護連携においてＡＣＰに係る研修等を実施し、

関係者間での理解促進に努めます。 

また、市民向けにも在宅での看取りの周知等を通じて、既存

の催し等を活用したＡＣＰの普及啓発を図ります。 介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

関係者・市民向け講演会等回数 ３ ３ ３ 
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（４）生活支援体制整備の推進 

地域ケア会議、生活支援事業協議体（１層・２層）で検討されている地域課題の解

決に向け、生活支援体制の更なる充実を図ります。 

また、様々な地域資源を有効に活用し、地域住民の社会参加の場として機能するよ

う生活支援コーディネーターを中心に関係機関と連携し支援します。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

26 
地域課題検討の協

議の充実 

第１、２層生活支援協議体をそれぞれ開催します。 

圏域レベルの地域ケア会議を兼ねる第２層協議体では、圏域

で生じている課題に対して、関係する地域住民や介護事業所、

商店会等の地域の社会資源と第２層生活支援コーディネーター

を中心とした検討を行います。 

第１層協議体では、第２層協議体での検討内容等を整理し、

市全体で取り組むべき課題の整理等を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

27 

生活支援コーディ

ネーターの配置に

よる体制整備の推

進 

市及び各地域包括支援センターに配置されている生活支援コ

ーディネーターが、個別相談や生活支援協議体を通じ、生活支

援に関係する担い手や居場所の不足などのニーズ、人材や活動

可能場所などの地域資源の把握に努め、ニーズと地域資源のマ

ッチングやネットワーク化を図ります。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

１-18 

地域の居場所に対

する支援の推進 

※本計画再掲 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センター

や社会福祉協議会などの関係機関と連携し、また、認知症カフ

ェについては認知症地域支援推進員と協力しながら、居場所の

立ち上げや活動継続に対して支援します。立ち上げに対しては

活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動継

続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに

情報を地図に落とし込んだマップを交互に作成するとともに、

情報を市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を行

うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

（再掲）市内の居場所の情報をまとめ

た冊子への掲載居場所数（か所） 
172 175 185 
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小金井市の生活支援体制整備事業と地域ケア会議 

 

１ 生活支援体制整備事業と地域ケア会議の機能と役割とは？ 

  生活支援体制整備事業と地域ケア会議は、高齢者が安心して暮らし続けられる地域づ

くりを推進するための取り組みです。 

  この２つの取り組みにより、高齢者の日常生活での困りごと（地域課題）を把握し、

課題解決への支援方法（地域資源）の発見と開発を進めます。 

 

 

 ２つの取り組みの異なる点は、生活支援体制整備事業の協議体では、多様なサービス提

供主体間の情報共有及び連携・協働による資源開発等を推進することを目的としており、

一方、地域ケア会議では、個別事例の検討を通じて多職種協働によるケアマネジメント支

援を行うとともに、これらの蓄積から地域課題や地域資源活用の成功要因等を見出し、地

域づくりや政策形成につなげる機能を担っています。 

 これらの異なる特性を踏まえ、地域の実情に応じ連携した取り組みを進めることとされ

ています。 

 

 

２ 小金井市の生活支援体制整備事業と地域ケア会議とは？ 

  ～地域の実情に応じ連携した取り組みとは？～ 

  小金井市では、二層の生活支援協議体と小地域の地域ケア会議を同一の会議にするこ

とによって、生活支援体制整備事業と地域ケア会議をそれぞれの特性を活かしながら連

動させる仕組みをつくっています。 

 

コラム 

「生活支援体制整備事業と地域ケア会議に求めら

れている機能と役割について」 

H30.1.22 厚生労働省老健局振興課資料より抜粋 
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約４キロ四方のコンパクトな本市ですが、医療・介護従事者をはじめ、市民、自治会、

老人クラブ、ボランティア、民生委員・児童委員、商工会、商店会、NPO法人、社会福祉

協議会、社会福祉法人、学術機関、民間企業等、行政と共に高齢者を支える多様な活動が

展開されており、地域づくりが行われています。 

 

＜これまでの主な地域課題の検討と取り組み概要＞ 

地域課題 解決に必要なこと 実施した施策等 

コロナ禍で通いの場が開催でき

ない 

感染症対策を講じなが

ら開催する環境整備等

が必要 

・オンラインを活用した通いの場

の開催 

・オンラインを学べる場の創出 

近隣に通いの場がない 新たな通いの場の創出

が必要 

東京都住宅供給公社等との連携や

店舗スペースを活用し、新たな通

いの場の立ち上げを実施 

通いの場のリーダーが、コロナ

禍での活動に不安を感じている 

リーダー同士の横のつ

ながりづくりが必要 

通いの場リーダー研修等、交流機

会を創出 

お金の管理に関する困りごとが

多い 

お金の管理に関して元

気なうちに考えること

が必要 

都のホームタウンプロジェクトを

活用し、市民・社会福祉協議会・

市内金融機関等と協力し、啓発パ

ンフレットを作成。各圏域におい

て啓発パンフレットをもとに講座

を開催 

スマホの使い方がわからない 身近に相談できる仕組

みが必要 

・スマホ相談会の実施 

・スマホ講座の実施 

・スマホサポーター養成 
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（５）ケアラー（介護者）への支援の推進【新規】 

介護者が安心して介護ができるよう、介護保険制度や介護事業所に関する情報提供

を強化するとともに、身体的・精神的な負担の軽減に向けた支援を推進します。 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

28 

庁内の横断的な連

携体制の構築（実

施） 

ヤングケアラーや多世代・経済的な問題を抱える介護者への

支援等、複合的な課題を抱える介護者支援のため、福祉総合相

談窓口と地域包括支援センターの連携強化等、円滑な支援のた

めの体制整備に努めます。 

介護福祉課 

地域福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-12 

介護者の負担軽減

の推進 

※本計画再掲 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方を対象に、相談、介

護教室、交流会等の機会を通して、介護による身体的・精神的

負担の軽減を図ります。交流会等については、性別・年代を問

わず参加できるようなテーマ設定を図るなど、幅広く参加を促

せるよう努めます。 

認知症の方と家族の方に対しては希望する在宅生活を継続で

きるよう、一体的支援事業を実施します。 

また、緊急を要する理由で介護者が介護できない時に、介護が

必要な方を一時的に施設で介護します。 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-17 

チームオレンジの

整備（実施） 

※本計画再掲 

認知症サポーター等の支援者と認知症の人やその家族も参加

し、生活面の早期からの支援を行う「チームオレンジ」設置に

向けて、認知症カフェやイベント等の実施を通じて整備を図り

ます。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-19 

やすらぎ支援（認

知症高齢者家族支

援活動）の充実 

※本計画再掲 

軽度の認知症状が見られるおおむね 65 歳以上の方等に対

し、認知症についての研修を受けたボランティア（やすらぎ支

援員）が自宅を訪問し、話し相手となり、見守りを行うととも

に、家族の方の介護負担の軽減を図ります。 

介護福祉課 
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基本目標３ 地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりと人材育成 

高齢者の権利が擁護され、地域で安心・安全に暮らし続けられるよう、地域で互い

に支え合う人材育成や仕組みづくりを推進します。また、地域住民の支えあいや助け

合いが自然に生まれる地域共生社会の実現に向けた地域づくりを目指します。 

 

（１）地域づくりの推進 

高齢者が、地域で安心・安全に暮らしていくことができるよう、日常生活圏域ごと

の地域資源を活用した地域づくりを通して、地域共生社会の実現を目指します。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

１-18 

地域の居場所に対

する支援の推進 

※本計画再掲 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センター

や社会福祉協議会などの関係機関と連携し、また、認知症カフ

ェについては認知症地域支援推進員と協力しながら、居場所の

立ち上げや活動継続に対して支援します。立ち上げに対しては

活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動継

続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに

情報を地図に落とし込んだマップを交互に作成するとともに、

情報を市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を行

うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

（再掲）市内の居場所の情報をまとめ

た冊子への掲載居場所数（か所） 
172 175 185 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-26 

地域課題検討の協

議の充実  

※本計画再掲 

第１、２層生活支援協議体をそれぞれ開催します。 

圏域レベルの地域ケア会議を兼ねる第２層協議体では、圏域

で生じている課題に対して、関係する地域住民や介護事業所、

商店会等の地域の社会資源と第２層生活支援コーディネーター

を中心とした検討を行います。 

第１層協議体では、第２層協議体での検討内容等を整理し、

市全体で取り組むべき課題の整理等を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-27 

生活支援コーディ

ネーターの配置に

よる体制整備の推

進  

※本計画再掲 

市及び各地域包括支援センターに配置されている生活支援コ

ーディネーターが、個別相談や生活支援協議体を通じ、生活支

援に関係する担い手や居場所の不足などのニーズ、人材や活動

可能場所などの地域資源の把握に努め、ニーズと地域資源のマ

ッチングやネットワーク化を図ります。 

介護福祉課 
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（２）高齢者の見守り支援の充実 

ひとり暮らし高齢者等が孤独感、不安感を感じることがないよう地域住民や民生委

員・児童委員、町会、自治会、民間事業等による連携を深め、高齢者の見守り支援を行い

ます。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

１ 
救急通報システム

機器の貸与の継続 

【救急代理通報事業】 

65 歳以上のひとり暮らし、65 歳以上高齢者のみ世帯の慢性

疾患等で常時注意が必要な方に、ペンダント型の無線発報器を

貸与し、緊急時における早期の安否確認、及び救急要請する事

業を実施します。 

【住宅火災直接通報事業】 

在宅の認知症高齢者に対して、火災を検知した際に直接消防

署に通報するシステムを貸与し、早期の消火及び救助を行う事

業を実施します。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２ 

高齢者地域福祉ネ

ットワーク事業の

推進 

※他計画再掲 

地域の相談役として市民の方と行政、関係機関との橋渡しの

役割を担う民生委員・児童委員が、対象者本人の意思確認の上

作成した、個人情報や家族の方の緊急連絡先等が記載された個

人票をもとに、市が対象者の方の緊急連絡先を把握し、必要に

応じて、関係機関等へ情報提供を行い、情報共有を図ること

で、高齢者の方の実態把握や見守り、支援の協力体制をつくり

ます。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

３ 
高齢者見守り支援

事業の推進 

ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉電話の貸与等により、ひ

とり暮らし高齢者等の安否確認を実施します。 

また、ICT を活用した見守り事業について、検討します。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

ひと声訪問新規申込件数 12 14 16 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

４ 

避難行動要支援者

支援体制の継続 

※他計画再掲 

災害時等に自力で避難することが困難で、家族の方等の支援

を受けられない高齢者の方等を「避難行動要支援者」として、

避難行動要支援者名簿を作成し、災害に備えた地域の協力体制

づくりのために必要な情報として、市の関係部署、消防署、民

生委員・児童委員等関係機関と共有します。 

また、避難行動要支援者の方に対して、地域の方に「支援

者」となっていただき、見守りや安否確認、避難支援の体制を

整備し、安心して暮らせるまちづくりをめざすためのモデル地

区事業を実施しており、このモデル地区事業の推進を通じ、支

援体制のさらなる充実を図ります。 

地域福祉課 
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【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

５ 
事業者との連携に

よる見守りの推進 

地域から孤立しがちな高齢者が、安心して暮らせる地域社会

の構築のために、民間事業者等と連携し、見守りが必要な高齢

者の発見や安否確認に努めます。市内の商店等に協力を依頼

し、見守り協定をより地域性の高いものにします。 

また、既存の協定締結事業者への情報提供及び事業者間の情

報交換等を目的に定期的に連絡会を開催します。 

【主な締結事業者】 

介護関連、金融機関、生協、ライフライン、小売、清掃、交

通・運輸、配食、商店会、新聞販売同業組合、水道局、郵便

局、浴場組合、社協、シルバー人材センター、老人クラブ連合

会、その他自営等 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

協定事業者数（累計事業者数） 72 75 80 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-20 

徘徊高齢者の探索

事業の継続 

※本計画再掲 

認知症の方の身元不明等の事故を防止するとともに、その家

族等の精神的負担の軽減を図るため、位置情報が検知できる発

信機の貸与等を実施します。 

また、靴にＧＰＳ発信機を入れて利用できる専用の靴も引き

続き貸与します。 

さらに、市内商店会と連携し、行方不明高齢者捜索協力支援

アプリの普及啓発等に努め、地域における捜索協力体制の強化

を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-27 

生活支援コーディ

ネーターの配置に

よる体制整備の推

進  

※本計画再掲 

市及び各地域包括支援センターに配置されている生活支援コ

ーディネーターが、個別相談や生活支援協議体を通じ、生活支

援に関係する担い手や居場所の不足などのニーズ、人材や活動

可能場所などの地域資源の把握に努め、ニーズと地域資源のマ

ッチングやネットワーク化を図ります。 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

６ 

災害時に備えた介

護サービス事業者

との連携（実施） 

災害の発生時に、災害時協定等に基づいて利用者の安否確認

等が円滑に行われるよう、連携に必要な体制整備を図ります。 
介護福祉課 
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（３）権利擁護の推進 

認知症などにより判断能力が不十分な高齢者や、生活上の問題を抱え、困難な状況

にある高齢者に対し、地域において安心して生活を送ることができるよう支援を行い

ます。 

また、関係機関と連携し、高齢者虐待の早期発見を図り、必要な支援を行います。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

７ 
消費者被害の未然

防止の継続 

高齢者及び高齢者の周囲の方（見守り協力者）向けに消費者

講座を開催し、悪質商法の最新手口や対処法についての周知や

注意喚起を行います。また、地域包括支援センター、介護サー

ビス事業所、市介護福祉課及び消費生活相談室等の関係機関が

協力体制を構築し、高齢者の消費者被害防止を図ります。  
介護福祉課 

経済課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

講座参加者数（人） 942 1,154 1,205 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

８ 

福祉サービス苦情

調整委員制度の継

続 

※他計画再掲 

福祉サービスに対する市民の方からの苦情に公平かつ適正に

対応し、信頼性と福祉の向上をめざすことを目的として設置さ

れた福祉オンブズマン制度について周知を図ります。 

地域福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

９ 

権利擁護センター

利用の継続 

※他計画再掲 

権利や財産を守ること等を目的とし、認知症高齢者の方や要

介護高齢者の方等で判断能力に不安のある方に対し、成年後見

制度推進事業や地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事

業）を行っている権利擁護センターの利用の推進を図ります。 

地域福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

10 
高齢者虐待防止 

対策の継続 

高齢者虐待事例について「小金井市高齢者虐待対応マニュア

ル」に基づき適切に対応できるよう、市や地域包括支援センタ

ーで虐待対応に関する理解を深めるとともに、関係機関等と連

携し高齢者に対する支援体制を整備します。また、市民や介護

サービス事業者等に対しても、高齢者虐待についての啓発や虐

待対応窓口の周知を図ります。 介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

市・地域包括支援センターの高齢者虐

待に係る研修実施回数（回） 
４ ４ ４ 
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（４）人材育成・確保の推進 

地域共生社会の実現に向けて、地域住民やボランティアなど住民を主体とした地域

を支える担い手による支援の充実を進めます。 

また、福祉・介護分野の人材確保及び定着に向けた取り組みを促進します。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

１-1 
さくら体操の推進 

※本計画再掲 

新型コロナウイルス感染対策のため、管理会場の定員の見直

しを行い密にならない形で行います。また、医療・福祉の専門

職が管理運営を行い、グループ支援や参加者評価等を通して、

参加者の介護予防や自立支援を図ります。完全自主会場につい

ては新型コロナウイルス感染対策により、介護事業所等使用で

きない会場が多いため、身近な所で少人数実施できる体制を推

進していきます。地域包括支援センターの職員が立ち上げ・継

続支援を行うとともに、市内のリハビリテーション専門職が会

場を巡回し、助言・指導を行い、参加者の介護予防を図りま

す。 

介護予防の取り組みが多様化しているため、他の介護予防施

策と連動させながら介護予防を推進していきます。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

さくら体操の会場数（か所） 50 52 55 

さくら体操の延参加者数（人） 6,076 6,300 6,600 

新規介護予防リーダー養成者数（人） ９ 10 15 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

11 

ボランティアセン

ターでの活動支援

の継続 

※他計画再掲 

社会福祉協議会に設置されているボランティアセンターに関

する情報提供、活動支援を行います。 
地域福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

12 

介護支援ボランテ

ィアポイント事業

の推進 

65 歳以上の元気な高齢者を対象にボランティア活動を通じ

て、自身の健康増進、介護予防及び社会参加活動を推進するた

めの介護支援ボランティアポイント事業について、より多くの

方に登録・活動してもらえるよう、受入れ事業所の増加、活動

内容の拡充を図るとともに、受入れ状況等について登録者への

周知も行います。 介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

有効登録者数（人） 248 255 270 

参加事業所数（か所） 35 38 45 
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【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

13 
介護職員宿舎借上

支援事業の継続 

介護職員等の人材確保及び定着の支援や、災害時における対

応力の強化のため、市内の地域密着型サービス事業所等に対し

て、介護職員の宿舎借り上げに要する費用の補助を行います。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

対象戸数 ９ 11 12 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

14 
介護分野への就労

支援の継続 

介護人材確保のため、ハローワークとの共催による就職面接

会の実施、介護職員初任者研修修了者に対して受講料の助成を

します。 

また、介護職員初任者研修を実施し、訪問介護職員等の介護

人材の確保に取り組みます。 介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

介護職員初任者研修受講料助成件数 ０ ３ ３ 

介護職員初任者研修受講者数（人） 10 12 15 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

15 

介護サービス事業

者振興事業等の推

進 

介護事業所が運営基準を遵守しているか確認するため、指導

検査を行い、運営に関する助言等を行います。また、福祉サー

ビス第三者評価の受審の勧奨や、事業者連絡会及び市内介護支

援専門員へ研修費の補助を実施し、質の高いサービス提供への

支援を行います。  

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

16 
ケアマネジャーへ

の支援の実施 

ケアマネジャーへの支援については、①受給者が真に必要と

するサービスの確保を図るための資質の向上②事務量の削減③

支援体制の構築を中心に実施します。 

①はケアプラン点検やケアマネジメントに関する研修の実

施、②は指定申請等に関する電子化の推進、ＩＣＴの導入・活

用に関する情報の周知徹底等、③は処遇困難ケースへの助言、

高齢者虐待対応研修及び地域包括支援センターとの定例的な連

絡会を通じて支援を行います。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

ケアプラン点検（件） 41 42 45 

ケアプランの質の向上に係る研修実施

回数（回） 
２ ２ ２ 
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第 章    介護保険事業の推進 

 

 

１ 介護保険事業の基本的な考え方 

（１）介護保険制度と地域包括ケアシステムの深化・推進 

介護保険制度は、平成12年４月からスタートし、増大するニーズに対応してきまし

た。第５期事業計画から、地域包括ケアシステムの構築が求められるようになり、第

７期事業計画では、介護保険制度の持続可能性を意識しつつ、地域包括ケアシステム

は深化・推進に局面が変わっています。第９期事業計画の国の基本指針に関しても、

地域包括ケアシステムの深化・推進が目標とされ、団塊の世代全てが75歳以上となる

令和７年（2025年）から、いわゆる団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22年

（2040年）を見据えた、サービス基盤の整備が求められています。介護保険制度の改

正を踏まえ、介護給付・予防給付及び地域支援事業のサービス量の中長期的な見込み、

本計画期間中の施設整備について設定します。 

 

（２）自立支援・介護予防・重度化防止と介護給付適正化 

高齢者が、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるように支

援し、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減、悪化の防止を図るため

の具体的な取り組みを行います。また、介護保険制度の持続性確保に向け、介護給付

の適正化に関する取り組みや介護保険制度を円滑に運営するための方策を行います。 

 

（３）日常生活圏域の設定 

第８期事業計画と同様に、北東地区、南西地区、南東地区、北西地区の４つの圏域

を日常生活圏域に設定します（第２章参照）。引き続き小地域ケア会議（第２層協議

体）におけるエリアとして位置付け、介護が必要になっても地域で住み続けられるよ

うに情報提供や相談体制、見守り支援の充実に努めていきます。  
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 ２ 介護保険事業の現状分析 

（１）給付分析 

① 要介護認定率 

要介護認定率１は、年々上昇傾向にあります。 

年齢構成の影響を除外した調整済み要介護認定率２は、令和２年度までは19％前後

で増減を繰り返していますが、令和３年度からは増加傾向にあります。 

調整済み要介護認定率を全国平均、東京都平均、都内の他市と比較すると軽度認定

率が高く、重度認定率は低くなっています。 

要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末） 

調整済み要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末）

及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

1 要介護認定率：第 1 号被保険者の要介護・要支援認定者数を第１号被保険者数で除したもの 

2 調整済み要介護認定率：認定率の大小に大きな影響を及ぼす、第１号被保険者の年齢構成の影響を除外した認定率   
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調整済み軽度認定率（要支援１～要介護２）

 

調整済み要介護認定率 

 

  

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和４年度３月末時点）及び総務省

「住民基本台帳人口・世帯数」 

  

▲ 全国

■ 東京都

◆ 小金井市

● その他地域

（％） 

（％） 
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② サービス系列別受給率 

受給率３について、施設サービス及び居住系サービスの受給率は、近年ほぼ横ばいと

なっています。 

東京都平均、全国平均と比較すると、施設サービスは、全国平均では令和２年度以外

は下回っていますが、東京都平均は上回っています。居住系サービスは、東京都平均、

全国平均ともに上回っています。 

 

施設サービス受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末時点） 

3 受給率：各サービスの利用者数を第 1 号被保険者数で除したもの 
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居住系サービス受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末時点） 
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また、在宅サービス受給率は、微増で推移しています。 

東京都平均、全国平均と比較すると、平成29年度までは東京都平均を上回っており、

全国平均とは同じ受給率となっています。しかし、令和２年度以降は東京都平均、全

国平均のどちらも下回っています。 

受給率を都内の他市と比較すると、施設・居住系サービスの受給率が高くなってい

ます。 

 

在宅サービス受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末時点） 
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和４年度３月末時点） 

③ サービス系列別給付月額 

在宅サービスの割合は平成29年度から令和元年度にかけて減少していましたが、令

和２年度以降は増加しています。施設および居住系サービスの割合は令和元年度まで

概ね増加傾向にありましたが、令和２年度からは減少し続けています。 

在宅サービスに係る給付月額は、令和２年度からは増加し続けています。 

 

サービス系列別第１号被保険者１人あたり給付月額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末）  

▲ 全国

■ 東京都

◆ 小金井市

● その他地域

（％） 

（％） 
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サービス系列別第１号被保険者 1 人当たり給付月額 

  

  

  

  

 

  

  

 

 

  

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和４年度３月末時点） 

④ まとめ 

調整済みの要介護認定率は、軽度（要支援１～要介護２）が高く、重度（要介護３

～５）で低い状況にあり、現状では要介護状態の重度化は防げていると考えられます。

今後もこの傾向を維持するためには、軽度の内から維持・改善を意識したケアプラン、

サービス提供を実施することが必要です。 

調整済みの要介護認定率で軽度が高いこともあり、給付月額は、在宅サービスでは、

全国平均・東京都平均を下回っている状況で、施設・居住系サービスは、全国平均、

東京都平均を上回っている状況です。 

今後もこの状況が続く場合、総給付費の増大を招く可能性もあり、今後の推移を注

視する必要があります。 

  

▲ 全国

■ 東京都

◆ 小金井市

● その他地域

（円） 

（円） 
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（２）自立支援・介護予防・重度化防止に関する取り組み及び 

目標設定に対する評価 

ア 介護予防体操「さくら体操」の参加促進 

【取り組み状況】 

管理会場では、参加者の適切な介護予防の場とするため、市内の通所介護事業所に管

理を委託し、リハビリテーション専門職が毎月定期的に会場を巡回し、介護予防に関する

講座を実施するほか、体力測定会を年1回実施しています。体力測定結果について参加

者一人一人と面談し、今後のアドバイスを行う等の支援を行っています。また、完全自主

会場は地域包括支援センター職員が継続支援、立ち上げ支援等を行っています。しかし、

新型コロナウイルス感染拡大により、管理会場の変更や完全自主会場で使用できない会

場があったこと等より、参加者数は目標未達成の状況です。 

【課題・対応策】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、参加者数と会場数の減少が生じており、実施

方法を含めた対策の検討が必要です。 

完全自主会場においては、より身近な場所で少人数実施できるよう支援していきます。

また、介護予防の取り組みニーズは多様化しているため、他の施策と連動し介護予防を

推進していきます。 

 

イ 地域の居場所に対する支援の充実 

【取り組み状況】 

第２層生活支援コーディネーターを中心に、居場所の活動継続、新たな立ち上げに

向け２層協議体を開催し、支援を行っています。また、第２層生活支援コーディネー

ターが市内に積極的に出向き、市内179か所の居場所を把握し、活動の様子を広く周

知できるよう冊子を作成しています。 

リハビリテーション専門職が地域包括支援センターと連携し地域の居場所を巡回し、

介護予防に関する情報の普及啓発等を行っています。 

【課題・対応策】 

地域の居場所の担い手の高齢化等により、居場所の活動が停滞している居場所があ

るため、活動継続に向けた支援が必要です。 

居場所の担い手等の交流の機会等を提供し、居場所の継続支援を行うとともに、居

場所の情報をまとめた冊子を作成する等様々は方法で居場所の周知を行っていきます。 
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ウ リハビリテーションのサービス提供体制の構築 

【取り組み状況】 

訪問リハビリテーションの利用率は、2.4％と全国平均（2.0％）、東京都平均

（1.7％）と比較し高く、また通所リハビリテーションの利用率についても、6.2％と

全国平均（8.5％）よりは低いものの、東京都平均（4.7％）と比較し高く、市の介護

保険制度におけるリハビリテーション提供体制は比較的充実していると考えられます。 

サービス利用率の維持・向上を図るため、介護保険制度のパンフレットを作成して

いるほか、事業所一覧をホームページで掲載するなど、さらなる周知に努めています。 

また、事業所に対しては介護保険制度に関する研修をするとともに、必要に応じて

指導を実施しています。 

【課題・対応策】 

今後もリハビリテーションの提供体制の充実を図り、必要な方が必要な時にサービ

スを利用できるよう、制度周知や事業所への支援を継続していきます。 

 

（３）介護給付等に要する費用の適正化への取り組み及び目標設定に 

対する評価 

 

ア 要介護認定の適正化 

【取り組み状況】 

適切かつ公平な要介護認定の確保を図るため、要介護認定の変更申請または更新認

定に係る認定調査の内容について、点検を実施しています。また、認定調査員への研

修の実施及びeラーニングの受講を促進するとともに、審査会委員で構成する第１か

ら第４合議体の審査判定状況について審査会委員に情報共有し、要介護認定の平準化

へ向けた取り組みを進めています。 

【課題・対応策】 

要介護認定の平準化のため、今後も継続して調査票の点検、研修等を実施していく

必要があります。 

業務分析データ等を活用し、調査項目の選択率や審査判定の傾向・特徴を把握し、

その要因の分析を行い、認定調査員及び審査会委員との情報共有に努めるとともに、

今後も継続して調査票の点検、研修等を実施し、要介護認定の平準化を図ります。 
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イ ケアプラン点検 

【取り組み状況】 

利用者が真に必要とするサービスを確保することを目的に、市内の居宅介護支援事

業所等に対して年間40件程度のケアプラン点検を実施しています。実施に当たっては、

点検の効率化と事業所の負担軽減の観点から、事業所の実地指導を行う際にあわせて

実施しています。 

【課題・対応策】 

点検の対象とするケアプランについては、福祉用具貸与利用者、医療系サービス利

用者、サービス付き高齢者向け住宅入居者等を優先的に選定していますが、ケアプラ

ンの選定にあたって参考となり得る国民健康保険団体連合会提供の帳票を活用しきれ

ていないため、今後更なる活用を検討していきます。 

 

ウ 住宅改修・福祉用具給付の適正化 

【取り組み状況】 

住宅改修については、図面や見積書等の書面審査を全件実施するとともに、現地確

認を一部実施し、住宅改修の必要性について確認を実施しています。 

また、軽度者への福祉用具貸与について、自立支援の機会を阻害することがないよ

う、医師の所見やサービス担当者会議の記録を全件確認しています。なお、国民健康

保険団体連合会提供の帳票を活用し、保険者への報告漏れを発見した場合には事業所

へ指導を行っています。 

【課題・対応策】 

点検を実施する人員体制に限りがあるため、対応可能な範囲でより効率的・効果的

な実施方法を検討していきます。 

 

エ 縦覧点検・医療情報との突合 

【取り組み状況】 

介護保険内での重複請求等や、介護保険と医療保険の重複請求の審査について、国

民健康保険団体連合会へ審査を一部委託して連携しながら実施し、請求の整合性を確

認しています。審査において、疑義のある点については事業所へ照会・指導を行い、

適正な請求処理を進めています。 

【課題・対応策】 

点検する確認項目が多いため、効率的に実施するためには、効果が高いと見込まれ

る帳票を重点的に審査していく必要があります。 
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オ 介護給付費通知 

【取り組み状況】 

利用者の制度理解の促進や請求内容の再確認のため、事業者からの請求及び費用の

給付状況等を記載した通知を、対象地域を絞った上で毎年1,000件程度利用者へ発送

しています。 

【課題・対応策】 

被保険者からは、請求された費用の金額が適正かどうか判断することは難しいとの

意見もあるため、制度理解が進むよう、日ごろからの周知を進めていきます。 

 

カ その他事業給付実績の活用 

【取り組み状況】 

国民健康保険団体連合会で実施する審査支払いの結果から提供される帳票を確認し、

疑義のある請求について事業者に照会を行っています。これまで未使用だった帳票に

ついても、効果的と思われるものについて一部試行的に確認を実施しています。 

【課題・対応策】 

引き続き、東京都や国民健康保険団体連合会主催の研修会を受講して知識を得ると

ともに、他自治体の取り組み状況を参考とするなど、確認できる確認帳票を増やし、

事業者指導・支援につなげます。 
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 ３ 自立支援・介護予防・重度化防止に関する取り組み及び目標設定 

（１）重点的取り組み・個別目標 

高齢者が、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるように支

援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減、悪化防止とい

った介護保険制度の理念を踏まえ、様々な取り組みを進めます。 

具体的・重点的な取り組み内容と個別目標は、次のとおりです。 

 

① さくら体操等介護予防の推進 

さくら体操の管理会場については、医療・福祉の専門職が管理運営を行い、グルー

プ支援や参加者評価等を通して、参加者の介護予防や自立支援を図ります。完全自主

会場については、身近な所で少人数実施できる体制を推進していきます。地域包括支

援センターの職員が立ち上げ・継続支援を行うとともに、市内のリハビリテーション

専門職が会場を巡回し、助言・指導を行い、参加者の介護予防を図ります。 

介護予防の取り組みが多様化しているため、他の介護予防施策（介護予防講座・シ

ニア運動教室等）と連動させながら介護予防を推進していきます。 

 

成果目標 
第８期実績 

第９期目標 
令和４年度実績 令和５年度見込 

さくら体操の会場数 

（か所） 50 52 
55 

 

さくら体操の延参加者数

（人） 6,076 6,300 6,600 

介護予防講座延参加者数

（人） ― 180 210 

 

② 地域の居場所に対する支援の推進 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センターや社会福祉協議会など

の関係機関と連携し、また、認知症カフェについては認知症地域支援推進員と協力し

ながら、居場所の立ち上げや活動継続に対して支援します。 

立ち上げに対しては活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動継

続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに情報を地図に落とし込

んだマップを交互に作成するとともに、情報を市ホームページにも掲載し、高齢者や

関係者に周知を行うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 

また、リハビリテーション専門職が地域包括支援センターと連携し地域の居場所を

巡回し、介護予防の普及啓発や健康相談等の支援を行います。 
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成果目標 
第８期実績 

第９期目標 
令和４年度実績 令和５年度見込 

市内の居場所の情報をまと

めた冊子への掲載居場所数

（か所） 
172 175 185 

リハビリテーション専門職

の巡回数（回） 72 80 96 

 

 

③ 短期集中予防サービス（通所型・訪問型）の実施 

介護認定要支援者等の軽度者に対し、リハビリテーション専門職が利用者の現状を

アセスメントし、３か月間短期集中のサービス（訪問型と通所型を合わせて提供）を

提供し、生活機能の維持・改善を目指します。サービス前後には自立支援型個別地域

ケア会議を開催し、多職種で利用者の自立支援に向け検討・提案を行います。 

 

④ リハビリテーションのサービス提供への支援等 

市の介護保険制度におけるリハビリテーションのサービス提供体制は一定程度充足

していると考えられますが、引き続き、サービス利用率の維持・向上を図るとともに、

必要な方が必要な時にサービスを利用できるよう、介護保険制度のパンフレットや市

ホームページ掲載などにより制度の周知を継続していきます。 

また、事業所に対して介護保険制度に関する研修や必要に応じての指導を実施する

ことにより、提供体制を支援していきます。 
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（２）評価指標 

以上の取り組みを踏まえ、高齢者が、その有する能力に応じて自立した日常生活を

営むことができるように支援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状

態等の軽減、悪化防止の成果を検証します。 

 

① 社会参加の促進 

事業計画策定時におけるアンケート調査において、自宅以外の居場所の有無を捉え、

「居場所がある」とされた方の割合が高くなることで、自立支援・介護予防の成果と

します。 

 

成果目標 

第７期（実績） 

（第８期計画策定

調査） 

第８期（実績） 

（第９期計画策定

調査） 

第９期（目標） 

（第10期計画策定

調査） 

「居場所がある」の回

答者割合 43.4％ 35.5％ 45.0％ 

 

 

② 要介護度の維持・改善 

要支援１・２の方のうち、介護認定の更新の結果、前回の介護度よりも現状維持又

は改善が図られた方の割合の傾向を捉え、その数値を維持することで、介護予防・重

度化防止の成果とします。 

 

成果目標 
第７期（実績） 

（令和２年度） 

第８期（実績） 

（令和５年度） 

第９期（目標） 

（令和８年度） 

要支援１・２の維持・

改善割合 90.01％ 90.39％ 90％以上 

各10月１日現在 
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③ 健康寿命の延伸 

65歳の方が、何歳まで健康に生活できるかをあらわす「６５歳健康寿命（東京保健

所長会方式）」において、市の65歳健康寿命（要支援１以上の認定を受けるまでの平

均自立期間5で算出した場合）は、令和２年では、男性が82.15歳で東京都平均を0.75

歳上回り、多摩26市比較では６位でした。女性は83.02歳で東京都平均を0.09歳上回

り、多摩26市比較では13位となっています。 

今後さらに、介護を受けることなく、健康な生活を送る期間を延ばすことを目標と

し、自立支援・介護予防の成果とします。 

 

成果目標 
第７期（実績） 

（平成30年） 

第８期（実績） 

（令和２年度） 
第９期（目標） 

健康寿命（男性） 
81.85歳 

（９位） 

82.15歳 

（６位） 
延伸 

健康寿命（女性） 
82.73歳 

（17位） 

83.02歳 

（13位） 

 

 

（３）成果の検証 

上記の評価指標も踏まえながら、介護保険運営協議会において、毎年度、実施状況

の把握・評価について協議を行い、PDCAサイクルの確立を図り、次期事業計画に反映

していきます。 

また、これらの取り組みと目標についての自己評価結果等を東京都に報告するとと

もに、自己評価結果の公表に努めます。 

高齢者の心身の状況等の変化については、次期事業計画策定に関する各種調査や地

域包括ケア「見える化」システムでのデータ分析等により検証を行います。 
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 ４ 介護給付適正化に関する取り組み及び目標設定 

これまでも、介護保険制度の持続性確保に向けて、介護給付の適正化に努めてきま

したが、第９期事業計画においては、給付適正化主要３事業等を着実に実施します。

本事業を通じて、被保険者の適切なサービス利用につなげるとともに、介護サービス

事業所の支援・指導に活用していきます。 

 

（１）要介護認定の適正化 

【趣旨】 

要介護認定の変更認定又は更新認定に係る認定調査の内容について、市町村職員等

が訪問又は書面等の審査により点検することにより、適切かつ公平な要介護認定の確

保を図ります。 

【取り組みと目標】 

要介護認定の平準化へ向け、調査項目の選択率や審査判定の傾向・特徴を把握し、

その要因の分析を行い、適切かつ公平な要介護認定となるように努めます。また、今

後も継続して調査票の点検、研修の実施及びeラーニングシステムの周知を行い、要

介護認定の平準化を図ります。 

 

（２）ケアプラン等の点検 

【趣旨】 

介護支援専門員が作成したケアプランについて、市町村職員等の第三者がその内容

の点検・指導を行い、利用者の身体状況に合ったサービスとなっているかを確認しま

す。 

また、ケアプランに住宅改修や福祉用具の利用が含まれているものについては、そ

の種別に応じて図面や見積書、医師の所見等を確認するなど、適正なサービスとなっ

ているかを確認します。 

【取り組みと目標】 

点検するケアプランの選定にあたっては、国民健康保険団体連合会提供の帳票を活

用し、さらに効果的な点検が実施できるよう取り組んでいきます。 

成果目標 
第８期実績 

第９期目標 
令和４年度実績 令和５年度見込 

ケアプラン点検実施件数 41件 40件 45件 
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（３）医療情報との突合・縦覧点検 

【趣旨】 

介護保険と医療保険の重複請求や、介護保険内での重複請求等の審査を行い、請求

の整合性を確認します。審査において、疑義のある点については事業所へ照会・指導

を行い、適正な請求処理を進めます。 

【取り組みと目標】 

点検する確認項目が多く、効率的に実施するために国民健康保険団体連合会に点検

を一部委託し、市では効果が高いと見込まれる帳票を重点的に審査していきます。 

成果目標 
第８期実績 

第９期目標 
令和４年度実績 令和５年度見込 

医療情報との突合審査件数 96件 62件 70件 

縦覧点検審査件数 1,168件 868件 1,000件 

 

 

（４）その他事業 給付実績の活用等 

【趣旨】 

国民健康保険団体連合会で実施する審査支払いの結果から提供される帳票を確認し、

疑義のある請求について事業者に照会を行います。これまで未使用だった帳票につい

ても、効果的と思われるものについて順次確認範囲を広げていきます。 

また、利用者の制度理解の促進や請求内容の再確認のために、事業者からの請求及

び費用の給付状況等を記載した通知（給付費通知）を利用者へ発送します。 

【取り組みと目標】 

引き続き、東京都や国民健康保険団体連合会主催の研修会を受講して知識を

得るとともに、他自治体の取り組み状況を参考とするなど、確認できる帳票を増

やし、事業者指導・支援につなげます。 

また、給付費通知の取り組みについても、利用者が内容を理解できるよう、日

ごろからの制度周知を進めていきます。 
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 ５ サービス見込量の推計 

サービス見込量の推計にあたっては、国の地域包括ケア「見える化」システムに基

づき、これまでの検討結果を踏まえ、過去の実績や制度改正の影響を考慮し介護給

付・予防給付のサービス量及び地域支援事業のサービス量の推計を行いました。 

また、推計に当たっては、医療と介護の連携による居宅サービスの追加的需要の反

映、並びに介護離職ゼロのための追加的な見込みも勘案して推計を行いました。 

 

（１）介護予防サービス見込量 

※令和３年、４年度は、市決算に基づく実績値、令和５年度以降は、厚生労働省『地域

包括ケア「見える化」システム』による推計値 

① 介護予防サービス 

単位：各項目の（）内 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12年度 令和 17年度 令和 22年度 

介護予防サービス           

 介護予防訪問入

浴介護 

給付費（千円） 101  0  0         

回数（回） 11  0  0         

介護予防訪問看

護 

給付費（千円） 34,470  45,208  45,127         

回数（回） 7,805  10,164  9,999         

介護予防訪問リハ

ビリテーション 

給付費（千円） 10,888  12,273  11,765         

回数（回） 3,808  4,275  4,040         

介護予防居宅療

養管理指導 

給付費（千円） 14,160  14,595  14,668         

人数（人） 1,114  1,240  1,189         

介護予防通所リハ

ビリテーション 

給付費（千円） 33,703 32,155  36,359         

人数（人） 1,036  991  1,004         

介護予防短期入

所生活介護 

給付費（千円） 647  846  1,125         

日数（日） 109  139  185         

介護予防短期入所

療養介護（老健） 

給付費（千円） 39  63  0         

日数（日） 4  8  0         

介護予防福祉用

具貸与 

給付費（千円） 38,160 42,680  43,151         

人数（人） 5,771  6,090  6,149         

特定介護予防福

祉用具購入費 

給付費（千円） 2,798  3,416  3,742         

人数（人） 98  112  117         

介護予防住宅改

修 

給付費（千円） 12,935  11,228  11,324         

人数（人） 128  127  129         

介護予防特定施設

入居者生活介護 

給付費（千円） 42,437 47,423  48,875         

人数（人） 560  638  627         

 

  

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 
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② 地域密着型介護予防サービス 

単位：各項目の（）内 

地域密着型介護予防サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12年度 令和 17年度 令和 22年度 

 介護予防認知

症対応型通所

介護 

給付費（千円） 0  0  0         

回数（回） 0  0  0     
    

介護予防小規

模多機能型居

宅介護 

給付費（千円） 2,562  1,449  2,044         

人数（人） 34  17  21     
    

介護予防認知

症対応型共同

生活介護 

給付費（千円） 0  0  0         

人数（人） 0  0  0     
    

 

③ 介護予防支援 

単位：各項目の（）内 

介護予防支援 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12年度 令和 17年度 令和 22年度 

 
介護予防支援 

給付費（千円） 35,275  38,340  41,029         

人数（人） 7,113  7,726  8,103         

合計 給付費（千円） 228,170  249,669  259,209         

 

 

 

  

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 
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（２）介護サービス見込量 

① 居宅サービス 

単位：各項目の（）内 

居宅サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12年度 令和 17年度 令和 22年度 

 訪問介護 給付費（千円） 698,339  729,838  732,095         

回数（回） 213,327  222,856  224,497         

訪問入浴介護 給付費（千円） 44,253  45,925  48,658         

回数（回） 3,447  3,543  3,640         

訪問看護 給付費（千円） 311,859 363,208  377,720         

回数（回） 62,511  72,008  73,005         

訪問リハビリテ

ーション 

給付費（千円） 38,266  40,543  42,700         

回数（回） 13,243  14,006  14,942         

居宅療養管理指

導 

給付費（千円） 188,953  204,322  208,173         

人数（人） 13,727  14,539  14,567         

通所介護 給付費（千円） 493,732  516,109  523,053         

回数（回） 68,037  70,677  73,967         

通所リハビリテ

ーション 

給付費（千円） 188,014  188,245  202,930         

回数（回） 21,678  21,792  22,897         

短期入所生活介

護 

給付費（千円） 148,176  157,465  177,115         

日数（日） 16,208  16,805  19,309         

短期入所療養介

護（老健） 

給付費（千円） 36,569  35,878  40,043         

日数（日） 3,210  3,191  3,226         

福祉用具貸与 給付費（千円） 250,874  268,025  272,067         

人数（人） 16,988  18,061  18,429         

特定福祉用具購

入費 

給付費（千円） 10,316  11,090  10,840         

人数（人） 296  326  308         

住宅改修費 給付費（千円） 16,685  15,539  16,643         

人数（人） 198  168  182         

特定施設入居者

生活介護 

給付費（千円） 1,150,527  1,151,986  1,246,325         

人数（人） 5,776  5,722  6,197         

 

  

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 
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② 地域密着型サービス 

単位：各項目の（）内 

地域密着型介護予防サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12年度 令和 17年度 令和 22年度 

 定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

給付費（千円） 11,528  16,937  17,674         

人数（人） 108  114  119         

夜間対応型訪問

介護 

給付費（千円） 1,635  1,048  1,543         

人数（人） 49  42  39         

地域密着型通所

介護 

給付費（千円） 386,085 381,025  361,576         

回数（回） 46,738  46,524  42,540         

認知症対応型通

所介護 

給付費（千円） 132,910 124,310  133,647         

回数（回） 1,104  10,654  10,845         

小規模多機能型

居宅介護 

給付費（千円） 27,877  32,351  35,644         

人数（人） 171  187  189         

認知症対応型共

同生活介護 

給付費（千円） 270,770  264,943  312,621         

人数（人） 975  967  1,116         

地域密着型特定

施設入居者生活

介護 

給付費（千円） 0  0  0         

人数（人） 0  0  0     
    

地域密着型介護老

人福祉施設入所者

生活介護 

給付費（千円） 0  0  0         

人数（人） 0  0  0     
    

看護小規模多機

能型居宅介護 

給付費（千円） 54,913  62,549  63,682         

人数（人） 224  260  258         

 

③ 施設サービス 

単位：各項目の（）内 

施設サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12年度 令和 17年度 令和 22年度 

 介護老人福祉

施設 

給付費（千円） 1,445,496  1,397,560  1,617,582         

人数（人） 5,331  5,095  5,898         

介護老人保健 給付費（千円） 816,687  806,475  874,623         

人数（人） 2,833  2,781  2,924         

介護医療院 給付費（千円） 47,426  58,034  66,458         

人数（人） 122  148  167         

介護療養型医

療施設 

給付費（千円） 90,702  70,367  40,101         

人数（人） 267  210  119         

 

④ 居宅介護支援 

単位：各項目の（）内 

居宅介護支援 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12年度 令和 17年度 令和 22年度 

 居宅介護支

援 

給付費（千円） 370,967  389,562  398,015         

人数（人） 24,893  25,607  26,122         

合計 給付費（千円） 7,233,548  7,333,323  7,826,468         

 

  

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 
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 ６ 施設整備に関する推計と高齢者の住まいについて 

高齢者の住まいをいかに確保するかは、老齢期を含む生活の維持の観点に加え、地域

共生社会の実現の観点からも重要な課題となっています。 

市では、令和５年度に特別養護老人ホームを１か所整備したところですが、施設サービ

スの整備を検討するうえでは、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅、認知症

高齢者グループホーム等の整備状況も加味することや、必要に応じて住宅政策を所管す

る部局と連携しながら検討していく必要があり、今後は現状の施設等における空き状況

やニーズを把握していきながら、必要なサービスの整備を検討していきます。 

一方で、在宅サービスの充実を図る観点から、地域密着型サービスについて地理的配

置バランスを勘案した整備を検討しつつ、様々な介護ニーズ・医療ニーズの変化へ柔軟

に対応できるよう、定期巡回・随時対応型訪問介護看護や複合型サービスの整備も検討

していきます。 
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本計画期間中の施設整備計画 

サービス種別 
第８期 
現状値 

第９期計画値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

広
域
型
施
設 

介 護 老 人 福 祉 施 設 
（特別養護老人ホーム） 

施設数 4 － － － 

定員 459 － － － 

介護老人保健施設 
施設数 2 － － － 

定員 197 － － － 

特定施設入居者生活介護 
（介護付き有料老人ホー
ム・サービス付き高齢者向
け住宅） 

施設数 10 － － － 

定員 353 － － － 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対応型訪問  

介護看護 
施設数 0 1 － － 

夜間対応型訪問介護 施設数 0 － － － 

認知症対応型通所介護 
施設数 4 － － － 

定員 60 － － － 

 

南東圏域（定員） 0 － － － 

北東圏域（定員） 36 － － － 

北西圏域（定員） 0 － － － 

南西圏域（定員） 24 － － － 

小規模多機能型居宅介護 
施設数 2 － － － 

定員 42 － － － 

 

南東圏域（定員） 24 － － － 

北東圏域（定員） 0 － － － 

北西圏域（定員） 18 － － － 

南西圏域（定員） 0 － － － 

認知症対応型共同生活介護 
施設数 7 1 － － 

定員 102 18 － － 

 

南東圏域（定員） 36 － － － 

北東圏域（定員） 9 18 － － 

北西圏域（定員） 51 － － － 

南西圏域（定員） 6 － － － 

地域密着型老人福祉施設 
入所者生活介護 

施設数 0 － － － 

定員 0 － － － 

地域密着型特定施設入居者 
生活介護 

施設数 0 － － － 

定員 0 － － － 

看護小規模多機能型居宅 
介護 

施設数 1 － － － 

定員 29 － － － 

 

南東圏域（定員） 0 － － － 

北東圏域（定員） 0 － － － 

北西圏域（定員） 29 － － － 

南西圏域（定員） 0 － － － 

住宅型有料老人ホーム 
施設数 1 － － － 

定員 25 － － － 

サービス付き高齢者向け住宅 
施設数 1 1 － － 

定員 23 62 － － 
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 ７ 地域支援事業の推計 

地域支援事業については、要支援者や総合事業対象者に介護予防や生活支援サービ

スなどを提供する「介護予防・日常生活支援総合事業」、認知症への支援や地域包括

支援センターの運営などを実施する「包括的支援事業」、上記に含まれない様々な支

援や事業を行う「任意事業」の３つに大別され、被保険者の介護予防や生活支援を実

施しています。 

これまで、介護予防・日常生活支援総合事業に関しては、訪問型サービスや通所型

サービスを中心に行ってきましたが、今後さらに介護予防を進めていく必要があるた

め、さくら体操をはじめ地域の多様な介護予防に資する資源等も活用し取り組みを推

進していきます。 
（単位：千円） 

区分 
第８期実績（見込） 第９期推計 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

介護予防・日常生活 
支援総合事業 

268,419 288,144 280,297    

包括的支援事業 141,690 143,051 167,017    

任意事業 3,964 5,305 6,459    

地域支援事業 合計 414,073 436,500 453,773    

 

区分 

令和 
12 年度 
推計 

令和 
17 年度 
推計 

令和 
22 年度 
推計 

介護予防・日常生活 
支援総合事業 

   

包括的支援事業    

任意事業    

地域支援事業 合計    

 

  

地域支援費の推計値について

は、介護報酬等の改定を踏まえ

計算します。 
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（１）介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型・通所型サービス） 

訪問型サービスは、令和４年度には事業費が84,156千円、人数が597人となってい

ます。 

通所型サービスは、令和４年度には事業費が151,788千円、人数が733人となってい

ます。通所型サービス・訪問型サービスともに、令和８年度までは事業費、人数とも

に増加し続け、減少に転じた後、再び増加し続ける見込みです。 

 

訪問型サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通所型サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

81,192 84,156 

558 597 

0

100
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900

1,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度

（人）（千円）

事業費（千円） 人数

138,695 
151,788 

660 
733 

0

200

400

600

800

1,000

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度

（人）（千円）

事業費（千円） 人数

地域支援費の推計値については、介護報酬等の改定を

踏まえ計算します。 

地域支援費の推計値については、介護報酬等の改定を

踏まえ計算します。 
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 ８ 第１号被保険者の介護保険料 

（１）介護保険料設定の考え方 

介護保険料の設定に当たっては、第９期事業計画期間中のサービス見込量と第１号

被保険者数に応じたものになります。 

 

（２）財源構成 

第９期事業計画期間の第１号被保険者負担割合は、第８期事業計画期間と同様の

23％で設定されます。 

第９期事業計画の財源構成 

【施設等分】          【その他分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防・日常生活支援総合事業】    【左記以外】 

 

 

 

 

 

 

 

 
※第１被保険者は６５歳以上の方  
※第２号被保険者は４０歳以上６５歳未満の方 

（３）介護報酬の改定 

令和６年度からの介護報酬改定を考慮の上、保険料を設定します。 

 

  

東京都

17.5%

国

20.0%

市

12.5%

第２号被保険者

27.0%

第１号被保険者

23.0%

東京都

12.5%

国

25.0%

市

12.5%

第２号被保険者

27.0%

第１号被保険者

23.0%
東京都

19.25%

国

38.50%

市

19.25%

第１号被保険者

23.0%

東京都

12.5%

国

25.0%

市

12.5%

第２号被保険者

27.0%

第１号被保険者

23.0%
保
険
給
付
費 

地
域
支
援
事
業
費 

（調整交付金５％を含む） 

（調整交付金５％を含む） 
（調整交付金５％を含む） 

※現時点では、改定の影響は考慮されていません。 
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（４）市町村特別給付等 

市町村特別給付はいわゆる上乗せ・横出しにあたる事業ですが、保険料が上昇する

ことから、市町村特別給付は見込まないこととします。 

 

（５）介護給付費準備基金の活用 

介護給付費準備基金は、介護保険給付費の財源として計画期間中及び計画期間をま

たいで過不足を調整するための基金です。第８期事業計画終了時の基金残高は、約２

億４千万円と見込んでおり、第９期事業計画期間中に一定精算することが望ましいこ

とから、基金を取り崩し保険料上昇の抑制を図ります。 

 

（６）保険料算定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 高齢者人口（第１号被保険者数）の推計 

高齢者人口 

令和６年度●●,●●●人 令和７年度●●,●●●人 令和８年度●●,●●●人 

② 要介護・要支援認定者数を推計 

要介護・要支援認定者数 

令和６年度●,●●●人 令和７年度●,●●●人 令和８年度●,●●●人 

③ 介護保険給付に必要な費用の合計（総事業費）を推計 

標準給付費見込額＝総給付費＋その他費用 

総事業費＝標準給付費見込額＋地域支援事業費 

総事業費 

令和６年度●●億円 令和７年度●●億円 令和８年度●●億円 

④ ３年間の総事業費の合計の第 1 号被保険者負担分（23％）から、準備基金取

崩額等を引いた費用に対して、保険料収納率を勘案して弾力化した第 1号被保

険者（３ 年間）の合計人数で除算し、介護保険料基準額を算出 

 

・介護給付費の増加に伴い、第９期保険料基準額は●●●●円と見込まれましたが、準備

基金（約●億●千万円）を取り崩し、介護保険料基準額の上昇抑制を図ります。 

 第８期保険料基準額 ５，６００円 ⇒ 第９期保険料基準額 ●,●●●円 

介護保険料 

基準額 

３年間の 

総事業費 

第 1号被保険者 

負担分（％） 
準備基金 

取崩額等 

保険料  

収納率（％） 

弾力化第１号 

被保険者延人数 

（３年間） 

÷12 ÷ ÷ － × ＝ 

※介護報酬改定等の影響を現時点で見込んでいないため、介護保険料は更新され

る見込みです。 
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（７）保険料の段階設定 

第９期事業計画においても、保険料を多段階に設定し、低所得者への配慮を行いま

す。 

 

第９期所得段階別保険料 

所得段階 対象となる方 
保険料

率 

月額 

（円） 

年額

（円） 

第１段階 

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金
を受給している方及び生活保護受給者  
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計
所得金額と課税年金収入金額の合計額が
80 万円以下の方 

基準額× 

0.30 
  

第２段階 

世帯全員が市民税非課税で、前年の合計
所得金額と課税年金収入金額の合計額が
80 万円を超えて 120 万円以下の方 

基準額× 

0.40   

第３段階 
世帯全員が市民税非課税で、第１段階ま
たは第２段階に該当しない方 

基準額× 

0.70 
  

第４段階 

世帯の誰かに市民税が課税されている
が、本人は市民税非課税の方のうち、前
年の合計所得金額と課税年金収入金額の
合計額が 80 万円以下の方 

基準額× 

0.875 
  

第５段階 

（基準額） 

世帯の誰かに市民税が課税されている
が、本人は市民税非課税の方で、第４段
階に該当しない方 

基準額× 

1.00   

第６段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 120 万円未満の方 

基準額× 

1.175 
  

第７段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 120 万円以上 210 万円未満の方 

基準額× 

1.275 
  

第８段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 210 万円以上 320 万円未満の方 

基準額× 

1.45 
  

第９段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 320 万円以上 350 万円未満の方 

基準額× 

1.50 
  

第 10 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 350 万円以上 500 万円未満の方 

基準額× 

1.60 
  

第 11 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 500 万円以上 750 万円未満の方 

基準額× 

1.75 
  

第 12 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 750 万円以上 1,000 万円未満の方 

基準額× 

2.00 
  

第 13 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 1,000 万円以上 1,500 万円未満の方 

基準額× 

2.15 
  

第 14 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 1,500 万円以上 2,000 万円未満の方 

基準額× 

2.30 
  

第 15 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 2,000 万円以上の方 

基準額× 

2.45 
  

  ※国の標準段階の多段階化、保険料率の見直しにより、本表は更新さ

れる見込みです。 
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（８）今後の展望 

高齢者人口の増加に伴う要介護・要支援認定者の増加により、給付費は今後も増加

することが予想されます。第９期事業計画策定時点で保険料基準額は、令和12年度は

●●●●円、令和17年度は●●●●円、令和22年度は●●●●円、令和27年度は●●

●●円、令和32年度は●●●●円と推計されています。 

そのため、第９期事業計画において計画している施策を推進し、今後の保険料基準

額の上昇を抑えることを目指します。 
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 ９ 介護保険制度を円滑に運営するための方策 

（１）介護事業者の指導 

市では、介護サービス利用者が適切なサービスを受けられるように、介護サービス

事業者に対して、運営基準の遵守やサービスの安全性の確認等を指導します。特に、

地域密着型サービスや居宅介護支援事業所の指定更新時には実地指導を行い、サービ

スの質の確保を図ります。  

確認や指導を行う際は運営基準と照らし合わせて行いますが、特に制度改正のあっ

た項目について重点的に確認するとともに、事業所として課題となっている部分を把

握します。 

 

（２）介護保険利用支援の充実 

利用者が円滑に介護サービスを利用できるよう介護保険パンフレットの配布や介護

保険サービス利用Ｑ＆Ａの作成、ホームページの充実等を行い、介護保険制度の理解

を深めるための情報提供を行うとともに、総合的な相談窓口である地域包括支援セン

ターの更なる周知に努めます。 

 

（３）保険料・利用料の負担軽減に向けた配慮 

①  保険料での配慮 

（ア）多段階化の推進  

第８期の保険料段階については、国標準は９段階ですが、市では本人・世帯の

課税状況等に応じて15段階に設定しています。第９期も引き続き、それぞれの被

保険者の負担能力に応じたきめ細かい保険料負担段階を設定します。 

 

（イ）介護保険料の減免制度 

災害により住居等に損害を受けた場合、生計中心者の収入が急激に減少した場

合、生計困難な場合等に介護保険料の減免を行います。 

 

（ウ）介護保険料の軽減制度  

世帯非課税（第１段階から第３段階まで）については、公費による負担軽減の

仕組みを引き続き実施します。 

 

 

※今後示される国の方針をふまえ、更新が見込まれます。 
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② 利用料での配慮 

（ア）介護保険訪問介護等利用者負担助成  

訪問介護等の利用者（住民税非課税世帯の方）に対して、市独自の取り組みと

して自己負担額の一部を助成し、負担を軽減します。 

 

（イ）特定入所者介護（介護予防）サービス費の支給 

低所得の利用者が、施設サービスや短期入所サービスを利用した際に負担する

食費・居住費の金額が過大とならないよう、負担限度額を設け、その限度額と基

準費用額の上限との差額を特定入所者介護 （介護予防）サービス費として支給し

ます。  

 

（ウ）高額介護（介護予防）サービス費等の支給 

介護保険サービス利用料の自己負担分が１か月の利用者負担額が規定の限度額

を超えた場合には、超えた分について高額介護（介護予防）サービス費等として

支給し、自己負担額の軽減を図ります。 

 

（エ）高額医療合算介護（介護予防）サービス費等の支給 

医療保険制度に加入している世帯に介護保険サービスの利用者で、医療・介護

保険の自己負担額を合算した年間の合計額が年間の限度額を超えた場合には、超

えた分について高額医療合算介護（介護予防）サービス費等として支給し、自己

負担額の軽減を図ります。 

 

（オ）生計困難者に対する利用料の負担軽減制度 

一定の要件によって生計が困難であると認められた方に対して、介護保険サー

ビス提供事業者（本制度により軽減を行うことを届け出ている事業者のみ）のサ

ービスを利用する場合の自己負担額を軽減します。 

 

（４）介護人材の確保・育成及び介護現場の生産性の向上 

介護ニーズに的確に対応し、サービスを安定的に供給するとともに、質の高いサー

ビスを提供するため、介護人材の確保・育成に取り組みます。引き続き、市デイサー

ビス認定サブスタッフの養成講座等を通じて、高齢者を支える担い手を養成し、人材

確保・育成を図ります。  

また、介護職員初任者研修の実施や介護職員初任者研修を受講し修了した方の受講

料等の一部を助成することにより、人材の育成を図ります。 

ケアプラン点検やケアマネジメントに関する研修の実施によるケアマネジャーの質
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の向上の取り組み、介護現場の業務の効率化にも引き続き取り組んでいきます。 

そのほか、国（ハローワーク）と連携し、介護人材募集の周知に努めるとともに、

東京都と連携し、介護職員等の育成に関する講座等や介護人材確保に関する事業及び

介護現場の効率化や介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取り組み

等の周知を図ることで、介護人材の確保及び生産性の向上を図ります。 

 

（５）適切な事業所指定 

各介護保険サービスの事業所の充足状況を勘案しながら、適切に地域密着型サービ

スの指定を行うとともに、東京都が指定を行うサービスについても、必要に応じ意見

を提出していきます。 

 

（６）保険者機能強化推進交付金等の活用 

平成30年度に、自治体への財政的インセンティブである保険者機能強化推進交付金

が創設され、市町村や都道府県の様々な取り組みの達成状況を毎年度ごとに評価でき

るよう客観的な指標が設定されました。また、令和２年度には、高齢者の自立支援・

重度化防止等に関する取り組みを推進するため、新たに介護保険保険者努力支援交付

金が創設されました。市の状況を勘案しながら交付金を活用し、自立支援・重度化防

止等に関する取り組みの更なる推進を図ります。 

 

（７）要介護認定の簡素化 

国の制度改正により、申請から認定までの期間短縮、保険者及び認定審査会委員の

負担軽減を目的として、認定審査会の簡素化を実施しています。引き続き適用するこ

とにより、今後の高齢者人口の増に伴う第１号被保険者からの申請件数の増加に対応

し、要介護認定の適正化の推進を図ります。 

 

（８）文書の削減 

少子高齢化が進展し、介護分野の人的制約が強まる中、専門人材が利用者のケアに

集中し、ケアの質を確保するためには、介護現場の業務効率化が必要で、その一環と

して文書に係る負担軽減が求められています。市では、介護事業所の指定申請関係の

文書の簡略化や、介護事業所の実地指導に際し提出する文書の簡略化等を行い、介護

事業所の文書作成に係る負担の削減を行います。  
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第 章    計画の推進 

 

 

１ 計画の推進体制 

介護保険・高齢者保健福祉事業は、保健・医療・福祉にとどまらず、地域づくり、

防災、公共交通など広範囲にわたって関連しており、その理念を具体化して、施策を

効果的かつ効率的、計画的に推進していくためには、関係者、関係機関が緊密に連携

して取り組むことが必要です。 

関係者、関係機関として、特に市民、行政、地域の各種団体、介護事業者、医療機

関、教育機関等が連携することが重要であり、それぞれの立場、役割を明確にして協

働する必要があります。 

 

（１）介護保険運営協議会の開催 

介護保険運営協議会は、公募市民、事業者、関係機関、学識経験者等から構成され

ています。運営協議会の活動を通して計画の推進状況を毎年度、検討・確認します。 

また、地域包括支援センターの運営全般、関係団体との調整、内容の評価を行う地

域包括支援センターの運営に関する専門委員会や地域密着型サービスの運営に関する

専門委員会等を開催しています。 

 

（２）医師会等の関係機関との連携 

計画の推進に当たっては、関係機関との緊密な連携をもとに推進していきますが、

特に医師会や歯科医師会、薬剤師会等の関係機関と連携し、協力を得ることがますま

す重要になっており、引き続き情報の共有を図ります。 

 

（３）広域的な連携と国・東京都への働きかけ 

計画の推進に当たっては、法・制度の見直しや新規事業者の指定、介護人材の確

保・育成等について、必要に応じて東京都と連携して対応するとともに、国や東京都

に対して要望していきます。 
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２ 計画の評価方法 

市では、地域包括ケア「見える化」システムや、各種調査の結果を活用し、自立支

援・介護予防・重度化防止に関する取り組みと目標の進捗状況を検証します。また、

本計画で掲げている施策の事業評価等を行い、改善を行うPDCAサイクルを確立します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

計画に沿って業務を行う 

策定 
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